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第１ 本各検証について 

 １ 本各検証の目的等 

   日本郵政ガバナンス検証委員会の目的は｢今後の日本郵政グループ(この場合の｢日

本郵政グループ｣とは日本郵政とその子会社４社の総称で、以下同様とする)の健全

な業務運営、事業展開のあり方に資するため、日本郵政グループのガバナンスのあ

り方について検証を行うこと｣であり、日本郵政ガバナンス問題調査専門委員会はガ

バナンスの分野について専門的知識･経験を有する弁護士･会計士･経済学者で構成さ

れ、第三者の立場から上記目的に沿って過去の日本郵政グループにおけるガバナン

ス問題を具体的に調査検証することを目的としたものである。 

   しかして、個別検証チームは同専門委員会の上記目的に従って過去の日本郵政グ

ループにおけるガバナンス関連の各事案(以下､｢本各事案｣という)について個別的に

検証を行ったものであるが、その前提としての｢ガバナンス｣についての考え方及び

本各検証の方向性等については以下のとおりとした。 

  ⑴ 基本的な考え方 

本各検証は日本郵政グループという企業グループについてのものであるから、

この場合の｢ガバナンス｣とは、｢コーポレートガバナンス｣を意味することになる

ところ、コーポレートガバナンスの意味については、種々の考え方･意味合いがあ

って、その概念は必ずしも明確ではないのであるが、日本郵政ガバナンス検証委

員会の目的において｢今後の日本郵政グループの健全な業務運営、事業展開のあり

方に資するため｣とされていることに照らし、ガバナンスに関する本各検証につい

ては、いわゆる内部統制的(この場合の｢内部統制｣とは｢組織の業務の適正を確保

するための体制システム｣の意)な観点を加味した上での｢日本郵政グループ、特に

持株会社である日本郵政の企業としての経営判断並びに具体的な業務執行が適正

であったか否かの検証｣と解することとした。 

  ⑵ 本各検証における｢経営判断｣の主体、｢経営判断の適正｣並びに｢具体的な業務執

行の適正｣についての考え方等 

本各検証におけるガバナンスについての考え方は上記のとおりとして、その場

合の｢経営判断｣の主体、｢経営判断の適正｣並びに｢具体的な業務執行の適正｣など

についての考え方は以下のとおりとした。 

   ① ｢経営判断｣の主体 

日本郵政グループの持株会社である日本郵政(委員会設置会社)における｢経営

判断｣の主体は、組織的には、経営の基本方針の決定･執行役等の職務の執行の

監督等の職務を行う取締役会(会社法４１６条１項)と執行役社長(代表執行役)

が指名する執行役で組織され具体的な個別重要案件の協議等を行う経営会議

(｢日本郵政株式会社経営会議規則｣)であるが、本各検証においては、各取締役

及び同経営会議の構成員であり、かつ、取締役会の決議によって委任を受けた

業務の執行の決定･業務の執行を職務とする代表執行役以下の各執行役(会社法

４１８条､４２０条)も同主体に含まれるものとした(以下､以上の組織並びに役

職者を総称して｢経営陣｣という)。 
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   ② ｢経営判断の適正｣ 

この場合の｢経営判断の適正｣については、抽象的には、｢当該判断の時点に立

った上で、適正な手続きにより合理的な経営上の判断がなされているか否か｣と

いうことになろうが、さらにその場合の｢適正な手続き｣について具体的に述べ

ると、当該判断過程が法並びに社内関係規程に則っているか否かといういわば

形式面に加えて、当該案件につき合理的な判断を下すに足る情報･説明を前提と

し、かつ、日本郵政の場合を例に取れば、取締役会あるいは経営会議等におい

て相応の協議･検討が行われているか否かという実質も問題であろう。 

また、その場合の｢合理的な経営上の判断｣については、当該企業(日本郵政グ

ループ)の社会的責任や設立の際の基本理念の範囲内で、企業利益の最大化を図

ることに関しての合理性が認められる判断か否かということであろう。 

ちなみに、郵政民営化の趣旨･目的について、郵政民営化法の第２条(基本理

念)の示すところは、これを要約整理すると 

｢新体制の確立等により 

＊ 経営の自主性、創造性及び効率性を高める。 

＊ 公正かつ自由な競争を促進し・・・もって国民生活の向上及び国民経済の

健全な発展に寄与する。｣ 

というものであるが、同法成立当時の郵政民営化担当大臣の竹中平蔵氏(以下､

｢竹中氏｣という)のその後の著作(｢構造改革の真実 竹中平蔵大臣日誌｣･日本経

済新聞出版社)に照らすと、より具体的な郵政民営化の目的は、要するに 

＊ 従来の郵政には収益性に問題があるので、民営化してしっかりと収益性を

高める。(上記著作191頁) 

＊ 郵政の経営を民間に任せ、同経営が効率的に行われるようにする。(上記著

作238頁～239頁) 

というものと理解される。 

すなわち、経営面からみた郵政民営化の具体的な意味での目的は、日本郵政

グループにおいて民間企業一般で意図されているのと同様の高い収益性と経営

の効率性を実現させること(以下、そのことをもって｢郵政民営化の目的｣あるい

は単に｢民営化の目的｣という)にあると言えよう。 

したがって、これまでの日本郵政おける経営判断の合理性の如何についても、

当該経営判断が上記目的に沿うものであったか否かが重要となる。 

具体的には、経営の効率性ということも最終的には収益性の問題に収斂する

とも考えられることから、ここでは高い収益性すなわち｢企業利益の最大化｣と

いうことで言えば、例えば日本郵政グループにあってはその事業を執行するに

当たって、国が行う事業に比して一段と厳しいコスト意識を持ち、それを実行

していたかが問題であろう。 

また、従来、国が事業を行うに当たっては、所管官庁において予算を取るこ

とに奔走し、その後は当該予算の年度内消化に努め、言わばそれによって橋な

り道路なりができて事業が終了するということであり、そこには民間企業にお

けるような意味での損益という問題意識は希薄であったのが実情であろう。 
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ついては、そのような感覚で諸事業が行われているのみでは財政窮迫の折か

ら問題であるとして、健全な民間企業における厳しい収支見込計算に基づく事

業計画の立案、同計画に基づく事業遂行とその際の予算管理といった手法を取

り入れるべく、郵政についても、民営化が図られたとも言えよう。 

以上要するに、高い収益性(｢企業利益の最大化｣)は民間企業にとっての共通

の課題ではあるが、日本郵政の場合は、民営化の上記のとおりの目的に照らし、

特に意味が重いというべきである。 

そこで、本各検証にあっては、経営判断の合理性の如何や下記③の業務執行

の適正の如何についての判断に当たり、そういった点を考慮した。 

 
③ ｢具体的な業務執行の適正｣ 

｢具体的な業務執行の適正｣については、経営判断に基づき、経営陣の監督下

にあるいわゆる事務方(以下、単に｢事務方｣という)において、法並びに関係規

程に則って誠実に業務執行を行うとともに、同執行の過程で重要な問題点が発

生あるいは判明するなどして、当該経営判断を修正する必要が考えられるなど

の場合には、経営陣及び事務方において、適宜の対応を行っているか否が問題

であろう(ついては、同問題は｢経営判断｣の問題とも言えよう)。 

 

④ 内部統制的観点との関係(日本郵政グループの特殊性等) 

前記のとおり、日本郵政グループのガバナンスに関する本各検証は、内部統

制的な観点、すなわち｢組織の業務の適正を確保するための体制･システム｣の如

何という観点を加味したものであるところ、業務の適正を確保するシステムと

の関連でいえば、その種システムの一環として、各業務の経緯･検討状況等を関

係各議事録･稟議書等の関係文書･資料あるいは記録によって明らかにしておき、

事後の当該企業の監査役･株主等の内外の各関係者に対する説明あるいは同各関

係者による検証に応え得るようにし、また、そうすることによっていわば反射

効果として当該企業内での各業務の適正の確保あるいは同確保についての意識

の維持･向上にも資するようにすることも重要であろう。 

以上は、企業一般における各業務の透明性(以下､以上の趣旨のことを｢各業務

の透明性｣あるいは単に｢透明性｣という)の確保の重要性とその意味ということ

にもなろうが、特に日本郵政グループについては重要である。 

すなわち、日本郵政グループについては、持株会社である日本郵政の場合は

直接にその子会社の場合はいわば間接的に国(ひいては国民)が株主であり、か

つ、関係各事業は公共的色彩の強いものであるから、業務の適正はもとより、

さらに企業としての合理性の範囲内ながら相応の業務の公正性･公平性の確保も

必要と考えられ、かつ、実質のみならず客観的にもそれらのことが明らかであ

る必要があるものと思料される。 

その意味で、日本郵政グループ、特に持株会社である日本郵政は一般の企業

以上に重い事後的な説明責任を負っており、ひいては上記の意味での各業務の

透明性が重要であったと考えられることから、本各検証にあっては、経営陣･事
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務方双方にわたる問題として、その点も重視したものである。 

 

 ２ 本各検証の体制等 

本各検証は、原則として弁護士１名を責任者とし、総務省郵政行政部担当者･日本

郵政及び同グループ会社のコンプライアンス担当者により個別検証チームを構成し

て各事案の検証を行い、当職において本各検証全体の総括責任者を務める体制で行

ったものであり、関与に係る弁護士は当職以下総勢７名であるところ、本各検証の

対象となった本各事案は以下のとおりである。 

  ⑴ 不動産関係 

   ① 日本郵政公社当時の資産のいわゆるバルク売却に関する事案(以下､｢公社バル

ク事案｣という) 

   ② ｢かんぽの宿｣等に関する事案(以下､｢かんぽの宿等事案｣という) 

   ③ 東池袋所在の不動産に関する事案(以下､｢東池袋事案｣という) 

   ④ 那覇市所在の不動産に関する事案(以下､｢那覇事案｣という) 

   ⑤ 都内目黒区東山所在の不動産に関する事案(以下､｢東山事案｣という)  

  ⑵ JPエクスプレス株式会社に関する事案(以下､｢JPEX事案｣という) 

  ⑶ クレジットカードに関する事案(以下､｢クレジット事案｣という) 

⑷ 広告責任代理店等に関する事案(以下､｢責任代理店事案｣という) 

⑸ 株式会社ザ･アールに関する事案(以下､｢ザ･アール事案｣という) 

⑹ 日本郵便輸送株式会社に関する事案(以下､｢日本郵便輸送事案｣という) 

 

 ３ 本各検証等の期間 

本各検証及び関係報告書の起案は平成２２年１月１４日から同年３月２６日まで

の間に行ったものである。 

 

 ４ 本各検証の手法等 

  ⑴ 資料関係 

    本各検証においては、各個別検証チームから担当に係る事案につき日本郵政グ

ループ各社に対して当該事案に関連する当時の資料、具体的には事案に応じて 

＊ 取締役会等の関係各会議議事録等 

＊ PT等の関係会合議事録等 

＊ 関係稟議書等 

＊ 関係契約書類 

＊ 当該事案についての各種検討資料 

＊ 関係メモ類 

＊ 関係者のパソコンの当該事案関連の残存応答メール記録 

等の提出を求め、また、同各社に対して所要の照会を行うなどしたほか、先に総

務省郵政行政部において調査を行った事案については、同調査の際の関係者ヒア

リング記録等の関係資料の提供を受けた上で、それらの分析･検討を行った。 

 



 - 5 -

  ⑵ ヒアリング関係 

    各個別検証チームは、上記分析･検討の上で、担当に係る事案の各関係者のヒア

リングを行ったが、同ヒアリングについては当該事案の責任者である弁護士がこ

れを行った。 

また、当職においても、日本郵政グループ全般のガバナンスにかかわる関係者

のヒアリングを行った。 

しかして、以上の各弁護士による各事案毎のヒアリング実施状況概要及び当職

によるヒアリングの対象者等は以下のとおりである。(なお、下記人数は延べ人

数である) 

   ① 各事案毎のヒアリング実施状況概要 

＊ 公社バルク･かんぽの宿等･東池袋各事案 

   合計１２名(郵政公社･日本郵政･総務省各関係者) 

＊ 那覇･東山各事案 

   合計６名(郵便局会社･日本郵政各関係者) 

＊ JPEX事案 

合計１１名(郵政公社･日本郵政･郵便事業会社･日本通運等各関係者) 

＊ クレジット事案 

合計１０名(日本郵政･各カード会社等各関係者) 

＊ 責任代理店事案 

合計１０名(日本郵政･郵便事業会社･郵便局会社･博報堂等各関係者) 

(以上合計延べ４９名) 

 

② 当職によるヒアリングの対象者 

  合計３名（日本郵政関係者） 

 

③ ヒアリング関連事項 

ⅰ 西川善文氏ら三井住友銀行関係者等に対するヒアリングの関係 

当職は、本各検証の総括責任者の立場から、日本郵政前社長の西川善文氏

(以下､｢西川氏｣あるいは日本郵政社長在任時の場合は｢西川社長｣という)及び

先に日本郵政に執行役等として在籍していた株式会社三井住友銀行(以下､｢三

井住友銀行｣という)出身者に対し、本年２月１９日の時点で、総務省を通じ、

ヒアリングについての要請を行い、また、同月２６日の時点でも文書により

同要請を行った。 

本年３月２日には貴委員会委員長郷原信郎氏からも同様の要請を行った。 

さらに同３月１８日には、後記の責任代理店事案の接待問題との関連で三

井住友銀行出身者２名に対し、同委員長から文書により同様の要請を行った。 

以上に対し、上記各氏からは、いずれの場合も三井住友銀行の担当者を通

じ要旨｢①当時の資料は全て日本郵政に残してきたし、日本郵政の者に聞けば

当時の事情は分かるはず②業務多忙により時間を取ることが困難｣などの理由

で同要請には応じがたい旨の回答(口頭)があった。 
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また、既に日本郵政グループから退社している上記以外の一部民間企業出

身者についても、本各事案の担当弁護士からのヒアリングについての要請に

対し、上記同様の理由で同要請には応じがたい旨の回答があり、それら関係

者のヒアリングを行えないこととなった。 

ちなみに本各検証の結果に照らすと、本各事案についてはその経緯等の事

後検証を行う上で関係資料が不足していることが少なくなく、そのこと自体

がガバナンス上の問題と認められることからすると、上記各要請に応じがた

い理由の一つが｢当時の資料は全て日本郵政に残してきた｣(すなわち｢当該資

料を見れば経緯等は分かるはず｣)とされていることには相応の違和感を覚え

ざるを得ない。 

    ⅱ ザ･アール並びに日本郵便輸送各事案の関係 

ザ･アール事案については、当該個別検証チームにおいて日本郵政からの関

係資料の収集とその分析･検討及び日本郵政との間の照会･回答による検証を

行ったが、同検証により同事案に係るガバナンス上の問題点等を相応に認め

ることができたことから、関係者のヒアリングは行わなかった。 

日本郵便輸送事案についても、後記のとおりの理由により、関係者のヒア

リングは行っていない。 

 

第２ 郵政民営化関連経緯と本各事案との関係 

   郵政民営化関連経緯と本各事案(公社バルク･日本郵便輸送各事案を除く)の主たる

事実との関係を一覧的･時系列的に示すと参考｢経緯概要｣のとおりであり、平成２０

年末までで見ると、平成１９年４月１日の西川氏の日本郵政公社(以下､｢公社｣とい

う)総裁就任(日本郵政社長と兼任)からの１年９か月間あるいは平成１９年１０月１

日の完全民営化からの１年３か月間に本各事案についての処理あるいは重要事項の

決定が推し進められたことが認められる。 

 

第３ 本各検証の結果の概要等 

   本各事案の検証の結果の概要等は以下のとおりである。 

 １ 不動産関係 

  ⑴ 公社バルク事案 

本事案は、公社当時のバルク方式による資産売却(以下､｢バルク売却｣という)に

ついての事案であり、日本郵政グループのガバナンスとはいささか次元を異にす

る問題ではあるが、同問題は、その後の同グループにおける不動産売却のあり方

や同売却に当たってのガバナンスと関連するものと思われたことから、検証の対

象としたものである。 

しかして、同検証の結果の概要は以下のとおりである。 

   ① バルク売却の状況 

公社は、平成１５年４月１日に設立されたところ、平成１６年３月、その経

営委員会において不用資産等の売却を決定し、その後、平成１９年９月までに

合計６２８件の不動産を約１０９４億円で売却したが、うち４３１件(売却代金
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合計約５０２億円)がバルク売却にかかる一般競争入札によるものであった。 

 

   ② バルク売却の問題点等 

・ バルク売却は売れ残りリスクを回避するべく、売れやすいという意味での

｢優良物件｣と単独では売れ残る可能性が高いという意味での｢不良物件｣をま

とめて売却する方式であるところ、同方式については、上記リスクの回避と

いうメリットがある半面、以下のデメリットも存するものである。 

すなわち、対象となる物件数が多くなると 

ⅰ 公社において個別物件の価値を精査せず、｢不良物件｣とした物件につい

ては、それを入札参加者に察知された場合、それにつれて入札参加者の側

も大幅に低い評価をする虞がある。 

ⅱ 特定の不動産の購入を希望する企業･個人は入札に参加せず、不動産業者

あるいは不動産投資家のみの入札参加となる。 

ⅲ バルク売却の場合は多数の物件をまとめて売却することから、個別の売

却の場合よりも所要の購入資金が多額となるため、不動産業者あるいは不

動産投資家の中でも、バルク売却に参加するものは、資金力のある先に限

定される。 

といった理由から、バルク売却による全体としての売却総額は個別売却によ

るそれよりも低くなる虞がある。 

したがって、バルク売却の採否の際には、上記のメリットとデメリットに

ついての検討が行われてしかるべきである。 

・ しかるに、公社におけるバルク売却の採用については、平成１６年７月に

公社施設部門の担当役員から本社及び地方の関係部署に対し指示が発せられ、

その後、同指示については、公社不動産売却促進委員会において同趣旨の方

針が確認されているところ、公社からの同委員会に対する配付資料にはバル

ク売却のメリットのみが記載され、デメリットについての記載は全くないな

ど、当時、公社内部において上記のとおりの検討が行われた様子はない。 

 

   ③ バルク売却の実状等 

以上に照らして、公社当時の一連のバルク売却の実状を見ても、現に、公社

において｢不良物件｣としてバルク売却の対象に含めたことから、落札者側でも

｢１千円｣、｢１万円｣といった評価をした上で他の物件とともに落札した物件が

極端な場合は後に６０００万円で転売されていたり、個別売却では売るのがか

なり難しいはずの物件がバルク売却後１年以内に公社による鑑定額を上回る金

額で転売されている例が少なくなかった。 

 

④ バルク売却の方法自体の問題点等 

バルク売却の方法自体についても、平成１６年度には６０件の不動産がバル

ク売却されているところ、同各物件が幾組かに分割されることなく同６０件が

一括してバルク売却(入札)にかけられたことから、事後に前記不動産売却促進
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委員会でも疑問を呈されたが、そのような一括売却は翌年度以降も継続されて

いる。 

 

   ⑤ 鑑定評価との関係 

・ 鑑定評価の関係を見ると、公社は、平成１６年度バルク売却の対象物件６

０件のうち３０件については、早期売却を条件とする価格の鑑定を依頼して

いる。 

その結果、同３０件の鑑定においては、同条件に応じて最大５５％から最

低２４％の減価が行われているのであるが、それら各物件の鑑定につき、特

に他の物件と区別して上記条件付けによる減価を求めることに合理性は認め

がたく、要するに同条件付けは当該バルク売却の対象物件の全体としての鑑

定評価額がなるべく低くなるようにし、同バルク売却を容易にするべく意図

した結果と思われる。(鑑定評価額以下の売却はできなかった) 

・ また、平成１９年度バルク売却の対象７物件(落札額１１億円)のうちの１

件(総合健診センターの土地建物)については、建物に特殊性があるとして鑑

定評価額が５億２４００万円であったのに対し、入札の半年後に１６億６４

８５万円で転売されているのであるが、客観的に見ると、同建物は他への転

用がさほど困難なものではなかったと認められることからすると、上記鑑定

評価額はいささか不可解であり、さらに言えば同物件はバルク売却の対象と

したこと自体に疑問があると言える。 

 

   ⑥ 結論 

以上のとおり、公社当時の不動産のバルク売却については、当該不動産が国

民共有の財産であるにもかかわらず、いわば早期売却にのみ重点が置かれ処分

価格の最大化のための努力に著しく欠けていたと思われるところ、前記のとお

りの民営化の目的に照らすと、公社当時のそのような問題は、民営化により払

しょくされてしかるべきであった。 

しかし、平成１９年度のバルク売却については、その一部が準備企画会社か

らの要望によるものであった。 

また、その後の日本郵政によるかんぽの宿等の処分については、公社の場合

と同様の問題が存することは後記のとおりである。 

 

  ⑵ かんぽの宿等事案 

本事案は、日本郵政が｢かんぽの宿｣等の各施設(以下､｢本件各施設｣という)につ

いて平成２０年１２月２６日にオリックス不動産株式会社(以下､｢オリックス不動

産｣という)との間で事業譲渡契約(以下､本項においては同譲渡契約のことを｢本件

契約｣という)を締結するなどしたことに関する事案であるところ、検証の結果の

概要は以下のとおりである。 

① 処分時期の関係 

＊ 注目すべき事実等 
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・ かんぽの宿等については、日本郵政株式会社法附則により平成２４年９

月３０日までの譲渡または廃止が義務付けられていたとはいえ、サブプラ

イム問題による不動産市況の冷え込み等により、セラーアドバイザーであ

るメリルリンチ日本証券株式会社(以下､｢メリル｣という)から平成２０年８

月から同年１１月にかけて三度にわたり損失回避等の方策を取った上での

処分の実行との選択肢と併せて処分の｢中止･延期｣あるいは｢取り止め｣をも

選択肢として提言されていたのにもかかわらず、同年１２月にオリックス

不動産との間で本件契約が締結されている。 

・ 上記締結に当たり、日本郵政の担当部長(執行役)は、西川社長ら経営陣

上層部に対し、当時の不動産市況等を前提として、｢譲渡対象から一部の施

設を外し、かつ、オリックス不動産等の本件各施設の譲受を希望している

相手先に譲渡価格の引き上げを要請する｣｢同要請が受け入れられない場合

はかんぽの宿等の譲渡を中止する｣といった報告を行い、同上層部の確認を

得たとのことであるが、メリルからの上記各提言自体については、同上層

部に報告を行わなかった。 

＊ ガバナンス上の問題点 

・ 当時の不動産市況等を踏まえた上でのセラーアドバイザーのメリルから

の上記各提言は、経営判断の上で極めて重要であったと認められるにもか

かわらず、当時の担当部長において同各提言自体は経営陣上層部に伝えて

いなかったことはいわゆる事務方の経営陣に対する情報伝達に問題があっ

たことを示すものであり、また、情報伝達のあり方一般に対する経営陣の

監視･監督にも問題があったものと思われる。 

・ また、上記の点を措いても、当時の不動産市況や経済環境等を考慮する

と、上記の時期に本件契約が締結されたことは、経営判断として国民共有

の財産の処分価格の最大化に対する努力に欠けていたのではないかとの疑

問を感じさせ、ひいては事務方の上記のとおりの対応も経営陣におけるそ

のような姿勢の反映であるようにも思われる。 

 

   ② 一括処分の方針の関係 

    ＊ 注目すべき事実等 

かんぽの宿等については、その処分方法についてのアドバイザーであった

日本政策投資銀行(以下､｢政投銀｣という)が｢処分価値の増大｣等の観点から個

別売却を助言し、投資家関係者ヒアリングにおいても、同様の意見が出てい

たにもかかわらず、かんぽの宿のみならず社宅等の他の施設を含めた一括処

分の方針が西川社長及び経営会議により決定された。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

上記決定に当たっては、西川社長ら経営陣の一部が政投銀から上記助言に

ついての説明を受けた模様であるが、経営会議の判断資料とはなっていない

ものであり、投資家関係者ヒアリングの結果については、現場から経営陣に

上げられた形跡がない。 
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ついては、前記①と同様の意味で、いわゆる事務方の経営陣に対する情報

伝達や同伝達のあり方一般に対する経営陣の監視・監督に問題があったもの

と認められる。 

また、安易とも言える一括処分の方針の決定は、事務方のみならず、経営

陣の判断としても国民共有の財産の処分価格の最大化に対する努力に欠けて

いたのではないかとの疑問を感じさせることも前記①の場合と同様である。 

 

   ③ ｢雇用の確保･維持｣との関係 

＊ 注目すべき事実等 

かんぽの宿等の処分に当たっては、関係国会決議等により関係職員の雇用

確保等への配慮が必要であったと認められるところ、日本郵政にあっては、

そのことを一括処分の主たる理由としているのであるが、現実の事業譲渡に

おいては、本件契約上、正社員のみを見てもその全員の承継は確認されてお

らず、また、雇用の確保と密接に関連する当該売却後のかんぽの宿等の事業

譲渡禁止条項並びに社宅の扱い等についても、雇用への配慮が十全になされ

ていたとは認めがたい(なお、日本郵政の取締役会決議の際には、契約書は資

料として配付されず、配付説明資料に雇用が確保される旨が記載されるにと

どまっている)。 

したがって、かんぽの宿等の譲渡に当たっては、｢雇用の確保･維持｣という

ことが、一括処分の言わば口実とされていたに過ぎないように思われる。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

上記については、事務方の業務遂行上の判断･対応に起因する面が多い模様

であるが、西川社長らの経営陣上層部あるいは経営会議において、相応の検

討が行われていれば、上記のとおりの問題点の発見はさして困難であったと

は思われない。 

したがって、上記は、経営陣による事務方に対する所要の監視あるいは監

督が不十分であるとともに、経営陣自体の検討が不十分であった結果とも言

えよう。 

 

   ④ 鑑定評価の関係 

    ＊ 注目すべき事実等 

・ かんぽの宿等の譲渡当時に日本郵政が取得していた鑑定評価については、

｢早期･一括｣の売却のために日本郵政において同鑑定評価額の引き下げを図

るべく、鑑定士側に２回にわたってドラフトの内示を求めるなどしている

事実が認められ、また、同鑑定評価の前提条件と当該譲渡のそれとは大き

く齟齬している(同鑑定評価の前提条件は当該評価額をより低くする方向に

働く内容であった)のであって、以上は、企業会計のあり方として問題であ

る。 

・ また、かんぽの宿等の譲渡価格は１０８.８６億円であるところ、一括処

分の対象とされた社宅については、鑑定評価額が３８.８億円であるのに対
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し、オリックス不動産においては、これを９.２９億円と評価して上記譲渡

価格を算定しており、同社宅は実質的には評価割れによる譲渡であったと

も言える。 

したがって以上に照らすと、かんぽの宿等については、鑑定評価のあり

方あるいは同評価との関係においてより低価で譲渡されたと言える。 

＊ ガバナンス上の問題点 

上記についても、事務方の業務遂行上の判断･対応に起因する面が多い模様

であるが、一方、経営陣の側についても、国民共有財産の処分という問題で

あるにもかかわらず、処分価格の最大化への意識が希薄であったことから、

事務方に対する所要の監視･監督も不十分となっていた結果でもあるように思

われる。 

 

   ⑤ かんぽの宿等の処分の担当者の関係 

    ＊ 注目すべき事実等 

日本郵政においては、かんぽの宿等の処分を資産ソリューション部と宿泊

事業部(以下､｢宿泊部｣という)の共同所管事項としていたものであるが、かん

ぽの宿等が譲渡された場合には宿泊部の関係者の多くが同譲渡先に移籍する

ことが見込まれていた。 

したがって、宿泊部の者は、上記処分に当たっては、その方針や処分方法

あるいは譲渡先の選定等について、日本郵政の利益よりも自己らの利害ある

いは譲渡先の利害を重視してもおかしくない立場にあったものである。 

現に本件契約に先立ってのオリックス不動産の最終提案書にはかんぽの宿

等の譲渡に係る新設分割会社の副社長として日本郵政の宿泊部長を登用する

旨が記載されていた。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

以上は、国民の共有財産であるかんぽの宿等の処分の公正性を量る上で極

めて問題であり、しかして日本郵政の経営判断並びに業務執行上のガバナン

スとしても相当に問題の存するところと言わざるを得ない。 

 

   ⑥ 取締役会との関係 

    ＊ 注目すべき事実等 

・ かんぽの宿等の譲渡については、平成２０年度事業計画の変更時及び本

件契約締結日当日の日本郵政の取締役会において、当該案件が決議事項と

なってはいるが、それ以外の取締役会においては、いずれも執行側からの

報告事項にとどまっている。 

しかして、当該報告の際の関係各取締役会の議事録を見ると、単に｢報

告｣との記載があるのみであるが、当時の同議事録担当者の関係メモに照ら

すと、社外取締役から、関係報告に対し、職員付きの一括譲渡を危惧する

意見、種々の譲渡方法を検討する要があることを指摘する意見、いわゆる

安売りとなることを警戒する意見などが出されていることが認められる。 
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・ しかるに、同各意見については、取締役会議事録に何らの記載がないの

みならず、その後の業務の執行に当たっての決定あるいは判断等に反映さ

れた形跡はなく、むしろ、執行側に無視されているに等しい実情にあった

ことが認められる。 

・ ちなみに、上記関係メモに照らすと、関係各取締役会における担当執行

役等の執行側の報告の内容あるいは上記各意見に対する説明も、言わば業

務執行に係る事項の相当性あるいは妥当性を述べるのみで、各社外取締役

において、それら事項についての具体的な問題点を把握しうるような報告･

説明は行われていない。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

日本郵政は委員会設置会社であるから、その取締役会の職務は経営の基本

方針の決定や執行役等の職務の執行の監督等を行うことにある。 

したがって、同取締役会において、かんぽの宿等の具体的な事案について

決定を行っていないことに特段の問題はないとも言えるのであるが、一方、

執行役等の職務すなわち業務の執行の決定並びに業務の執行の監督というこ

とからすると、同監督の手段として、取締役会における執行側の報告並びに

同報告に対する意見は極めて重要と言える。 

しかるに日本郵政の執行側の報告あるいは社外取締役の意見に対する上記

のとおりの対応に照らすと、同会社のガバナンスには根本的な問題が存した

と言わざるを得ない。 

 

⑦ 公社バルク事案との関連 

既述のとおり、公社当時のバルク売却については、当該不動産が国民共有の

財産であるにもかかわらず、いわば早期売却にのみ重点が置かれ処分価格の最

大化のための努力に著しく欠けていたと思われる。 

それに対し、郵政民営化後はその目的に従って健全な民間企業におけるよう

な厳しい収支見込計算に基づく事業計画の立案とその実行といった手法により、

例えば資産処分に当たっても処分価格の最大化が図られて当然であるにもかか

わらず、かんぽの宿等事案においては、上述のとおり、いわば公社当時と同様

に早期･一括の処分が優先され、その一方で処分価格の最大化に努力する姿勢に

欠けていたように思われるのみならず、当該事業の担当者の関係や方針決定の

手続きなどについては公社当時に比してより公正性に欠けるようにも思われる。 

その意味で、かんぽの宿等事案についての日本郵政の姿勢･対応は郵政民営化

の目的を没却するに等しいものと言わざるを得ない。 

 

⑶ 東池袋事案 

本事案は、郵便局株式会社(以下､｢局会社｣という)所有･都内東池袋所在の土地

(以下､本項においては同土地のことを｢本件土地｣という)について信託受益権を設

定し、ビルの共同開発を行うにつき、平成２０年４月以降に住友不動産株式会社

(以下､｢住友不動産｣という)を共同事業者に選定するなどしたことに関する事案で
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あるところ、検証の結果の概要は以下のとおりである。 

   ① 鑑定評価の関係 

    ＊ 注目すべき事実等 

・ 本件土地について信託受益権を設定し、ビルの共同開発を行うにつき、

コンペ参加業者の中で最高の金額を提示した住友不動産を共同事業者に選

定したこと自体には、特段の問題は認められないが、当時の鑑定評価のあ

り方については問題が認められる。 

・ すなわち、本件土地の処分についての日本郵政の経営会議における稟議

(H19.12.4)の際には、売却の際の試算価格が現況の賃貸を前提とした平成

１８年の不動産鑑定書を参考値として約３０億円とされているが、実際の

処分は更地によるものであるから、このような場合には実際の条件を前提

とした不動産鑑定評価を実施し、その結果を関係稟議に反映させるべきで

あった。 

現に、先に公社において別途の目的で実施した鑑定評価(H19.8.31)では

更地前提で約６０億円と評価されている。 

・ なお、日本郵政グループにあっては、本件土地に限らず、グループ子会

社各社に帰属する不動産については、日本郵政においてその処分方針を決

定することとし、原則として処分先の選定も同様にすることとなっていた。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

本件土地については、１００億円程度の規模の不動産開発となることが明

らかだったのであるから、その処分の決定等の業務遂行に当たっては、より

慎重であって当然であるにもかかわらず、上記のとおりの対応が行われたこ

とは業務執行の適正さに欠け、ひいては国民共有の財産の処分価格の最大化

を図る姿勢に欠けるものであったと言えよう。 

また、上記は具体的には事務方の業務遂行上の判断･対応に係る問題である

が、経営会議における稟議の際に指摘されてしかるべき問題であり、しかる

に漫然と決定が行われたのは経営判断に際しての協議･検討にも欠ける点があ

ったというべく、その意味で経営陣の姿勢にも上記同様の問題があったと思

われる。 

 

   ② 総務大臣への重要財産譲渡の認可申請の関係 

    ＊ 注目すべき事実等 

日本郵政グループの重要財産の譲渡については、関係法令上、総務大臣に

対して譲渡の相手方並びに対価の額等を記載しての認可申請書により認可申

請を行い、同大臣の認可を得る定めとなっていた。 

しかして、本件土地の処分については、優先交渉権を住友不動産に付与す

ることにより同会社を共同事業者に選定することが事実上決定し、関係信託

受益権の譲渡価額も事実上決まった後の平成２０年４月２８日に局会社から

総務大臣に対し重要財産譲渡の最終的な認可申請(以下､本項においては同認

可申請のことを｢本件認可申請｣という)が行われているが、当該認可申請書の
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譲渡の相手方の欄は｢未定｣とされ、対価の額の欄についても｢承継価額以上｣

とされているのみであった。 

それに対し、総務大臣は、平成２０年５月１４日、同認可申請に係る本件

土地の譲渡を認可した。 

なお、本件土地の信託受益権譲渡にかかわる諸契約が締結されたのは平成

２０年８月８日である。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

・ 関係法令上、日本郵政グループの重要財産譲渡についての総務大臣への

認可申請書に譲渡の相手方並びに対価の額を記載することが求められてい

る趣旨は、同グループ各社の事業に必要な財産が売却されないように監視

することと同各社の財務を毀損しないように監視することにあると解され

る。 

しかるに、上記認可申請書の譲渡の相手方と対価の額の各欄の記載が上

記のとおりになっていた理由は以下のとおりと認められる。 

すなわち、総務省にあっては、公社当時から、上記の二つの趣旨のうち

の前者については譲渡の相手方よりも売却自体の是非に重点を置き、後者

については関係鑑定評価額以上であればよしとして、当時の関係認可申請

書上の譲渡の相手方と対価の額の記載については、本件と同様の記載を黙

認していたところ、民営化後も同様の対応を行っていたことから、日本郵

政グループ側もそれに応じて認可申請を行っていた。 

ついては、本件認可申請については、日本郵政の側が総務省に対して譲

渡の相手方や対価の額を秘すためにそのような認可申請を行った等の特段

の意図は認められない。 

・ しかしながら、日本郵政グループの重要財産の譲渡は国民共有財産の処

分にかかわる問題であり、同譲渡の認可が国民に公表される所以でもある

ことからすると、本件認可申請については、総務省において日本郵政の側

に譲渡の相手方と対価の額の各記載を求め、日本郵政の側もこれに応じて

しかるべきであったと思料される。 

ちなみに日本郵政は、本件認可申請書の当該各欄の記載について、その

段階では未だ正式の諸契約が締結されていなかったことを理由に挙げてい

るが、そうであれば、関係諸契約の締結後に認可申請を行えば済むことで

あるから、上記理由をもって本件認可申請書の上記のとおりの記載を是と

することはできない。 

・ なお、本事案の検証チームにあっては、日本郵政及び局会社の適時開示

は、東証の開示基準に従うこととされていることから、本件土地の処分が

開示(公表)されていないことの是非を検討したが、その結果、本事案は適

時開示の要件に当たらず、その要はなかったものと認められた。 

 

   ③ 共同事業者の選定担当者の関係 

    ＊ 注目すべき事実等 
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本事案における共同事業者の選定の際の日本郵政の同選定担当者チームの

責任者(執行役･不動産企画部長)は、当該選定に係るコンペに参加していた

三井不動産株式会社(以下､｢三井不動産｣という)の出身者であった。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

日本郵政にあっては、上記当時、その種選定の際にはコンペ参加企業の出

身者は当該選定の担当者チームから外れるというルールが部長以下の職位の

者に対して適用されていたが、同ルールは執行役以上には適用されていなか

った。 

その理由は不動産事業についての人材不足にあったと認められる上、結果

として、三井不動産は共同事業者として選定されていないのであるが、日本

郵政の既述のとおりの性格(国ひいては国民が株主であり、関係事業も公共

的色彩が強い等)に照らすと、上記の事実は客観的な公正性･公平性の確保と

いうガバナンス上の観点からすると問題なしとは言えず、上記ルールは執行

役以上にも適用されてしかるべきであったと思料される。 

 

  ⑷ 那覇事案 

本事案は、局会社所有･那覇市内所在の土地(以下､本項では同土地のことを｢本

件土地｣という)を平成２０年９月１２日にオリックス･アルファ株式会社(以下､

｢オリックス･アルファ｣という)に売却するなどしたことに関する事案であるとこ

ろ、検証の結果の概要は以下のとおりである。 

   ① 本件土地の活用(処分)方針の関係 

＊ 注目すべき事実等 

・ 本件土地の扱いについては、結果として、売却という処分が行われたと

ころ、同売却に当たっては、土地利用事業者の募集に最終的に応募したの

はオリックス･アルファのみであり、また、価格的にも２８億６７７０万

円という売却価格に特段の問題は認められないのであるが、同売却に先立

っての本件土地の活用(処分)方針の決定経過について検証した結果は以下

のとおりである。 

・ すなわち、同方針については、平成２０年３月３日の日本郵政の経営会

議において検討が行われているところ、その際の検討資料を見ると、活用

法として分譲･賃貸マンション事業、用地譲渡、賃貸業が挙げられ、それ

ぞれの現在価値についての算出金額が示された上で用地譲渡が資産価値の

最大化をもたらすとされ、結果に照らすと、そのような理由により本件土

地の活用方針が売却と決定されたものと思われる。 

しかし、同検討資料では各現在価格についての算出金額の計算要素であ

る各種レートの合理性を裏付ける根拠が明らかではない。 

また、同資料中では本件土地の想定売却価格が２９億８８００万円とさ

れているが、同検討資料によっては、その根拠が明らかではないことから、

本検証において、関係者のヒアリングを行うなどしたところ、同価格につ

いては、鑑定が行われておらず、単に日本郵政の担当者において業者ヒア
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リングなどを行った結果に過ぎないことが明らかとなった。 

さらに時期的な面についても、本件土地については、かんぽの宿等の場合

のように法によって５年内の処分が義務付けられているわけではないにもか

かわらず、その時期に売却の方針を決定した理由も同検討資料によっては明

らかではない。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

上記の諸点に照らすと、本件土地の活用方針が売却と決定されるについて

の経営会議の検討は、合理的な判断を下すに足る情報･説明に基づいて処分価

格の最大化に努めたもの、すなわち郵政民営化の目的に沿ったものとは到底

認められず、むしろ、かんぽの宿等の場合と同様にまず｢早期の処分｣ありき

だったのではないかとも思わせるものである。 

また、その点を措いても、上記方針決定の理由が資料上明確ではないのは、

既述のとおり日本郵政グループでは特に留意するべき各業務の透明性という

点でガバナンス上問題があると言わざるを得ない。 

 

   ② 鑑定評価の関係 

    ＊ 注目すべき事実等 

・ 本件土地の活用方針を売却と決定するについて、同土地の鑑定評価が行

われなかったことは前記のとおりであるところ、その理由について、当時

の担当者は、公社からの承継財産としての評価額は時価となっていたこと、

また、正式な鑑定については時間がかかるなどで速やかな処分を阻害する

ことを挙げている。 

しかし、上記評価額は原則相続税評価額(路線価)をもって評価した価額

であり、売却に当たって把握するべき時価とは明らかに相違するものであ

った。 

また、速やかな処分のために鑑定評価を行わなかったというのは、公社

当時のバルク売却の場合(既述のとおり公社当時は鑑定評価自体は行ってい

る)以上に手続上の適正を欠くものと言える。 

さらに、当時、局会社の担当者において、同会社の執行役･不動産部長を

兼務する日本郵政の執行役･不動産企画部長に対し、数回にわたって鑑定評

価を得るべきとの意見具申をしたものの、同執行役からその都度却下され

た事実が認められる。 

・ なお、上記の売却の方針にしたがっての売却先の選定作業中に局会社監

査役会から、｢不動産売却に際しては鑑定評価を得ておいた方がいい｣との

指摘があったことから、局会社にあっては、大手不動産販売会社に本件土

地の価格の調査意見書の作成を委託し、その結果については電話または電

子メールで連絡をうけるべく手配をしているが、その結果(評価額２３億１

０００万円)が得られたのは局会社内において本件土地をオリックス・アル

ファに売却することやその売却価格が事実上決定された後であった。 

しかして、上記の調査意見書については、その取扱いの安易さや時期等
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に照らして、到底鑑定評価と言えるようなものではなく、単に本件土地の

売却に当たって鑑定評価を得たような外形を作ることが目的であったよう

にも受け取れる。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

上記については、業務執行の適正を欠いていること、また、民営化の目的

に反するものであることは明らかである。 

特に日本郵政グループの不動産関連業務の総括的な責任者ともいうべき上

記執行役の対応に照らすと、問題は本事案にとどまらず、日本郵政の経営陣

の同業務全般に対する姿勢を示すとも言うべく、ガバナンス上極めて問題と

言うほかはない。 

 

  ⑸ 東山事案 

本事案は、局会社所有･都内目黒区東山所在の土地(以下､本項においては同土地

のことを｢本件土地｣という)の分譲マンション事業につき、平成２０年２月以降

に三井不動産レジデンシャル株式会社(以下､｢三井レジデンシャル｣という)を共

同事業者に選定するなどしたことに関する事案であるところ、検証の結果の概要

は以下のとおりである。 

   ① 本件土地の活用(処分)方針の関係 

＊ 注目すべき事実等 

・ 日本郵政が本件土地にかかるマンション事業の共同事業者として三井レ

ジデンシャルを選定したこと自体には、特段の問題は認められないのであ

るが、同選定に先立っての本件土地の活用方針の決定経過については以下

のとおりの問題がある。 

・ すなわち、本件土地の活用方針を共同事業者と組んでのマンション事業

とすることは、日本郵政の経営会議で協議･決定されたものであるが、当時

の検討資料で示されている土地評価額については、その根拠が不明である

ことから、本検証において、関係者のヒアリングを行うなどしたところ、

本件土地の関係では単に日本郵政の不動産企画部において開発案件として

のシミュレーションを行うなどにとどまり、鑑定評価は行っていないこと

が判明した。 

しかして、その理由としては、那覇事案の場合と同じく、公社からの承

継財産としての評価額は時価となっていること、正式な鑑定については時

間がかかるなどで速やかな処分を阻害することが挙げられ、さらに本件土

地は開発に係る案件であるから、土地のみの単純売却とは異なり鑑定評価

は不要と考えていたというのである。 

しかし、承継財産としての評価額や速やかな処分の阻害といったことが

鑑定評価を行わない合理的な理由とは認められないことは那覇事案につい

て述べたとおりである。 

・ また、日本郵政において本件土地につき共同事業者と組んでのマンショ

ン事業を行うに当たっては、局会社が土地の売主、共同事業者が建物建築
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主かつ建物売主となり、かつ、建物竣工後一定の期間が経過しても建物が

販売在庫化している場合には、共同事業者において日本郵政から土地部分

の販売価格に共同事業収支の土地評価額をベースとした減価率を乗じた価

格で日本郵政側の残土地持分を買い取ることを条件としていたのであるか

ら、土地の単純売却ではない故に鑑定評価は不要というのは極めて不合理

であって、むしろ上記条件からすると、鑑定評価は重要であったと認めら

れるものである。 

・ ちなみに当時本事案を担当していた日本郵政の不動産企画部の部長は那

覇事案の場合と同一の執行役である。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

上記については、業務執行として適正を欠き、民営化の目的に反するもの

であること、関係経営会議において土地評価額についての上記のとおりの問

題が見過ごされているなど経営陣の姿勢自体にガバナンス上の問題があるこ

とは那覇事案の場合と同様である。 

 

   ② 共同事業者の選定担当者の関係 

＊ 注目すべき事実等 

本事案における共同事業者の選定の際の日本郵政の同選定担当者チームの

責任者(既述の執行役･不動産企画部長)は、当該選定に係るコンペに参加し、

その後共同事業者に選定された三井レジデンシャルと同じ企業グループに属

する三井不動産の出身者であった。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

本検証において、上記選定の経緯並びに上記責任者の同選定時の対応を精

査したが、同対応あるいは同責任者の存在が上記選定結果に特段の影響を与

えたとの事実は認められなかった。 

しかし、日本郵政においては特に留意するべき客観的な公正性･公平性の観

点からするとガバナンス上問題であることは東池袋事案の場合と同様である。 

 

    (なお、本事案については、局会社による総務大臣への重要財産の譲渡の認可申

請の際の申請書中の譲渡にかかる土地についての記載が一部事実と異なる内容

となっていること、三井レジデンシャルとの間の基本協定書の一部条項に法的

不備が存することが認められるところ、それらのことも日本郵政グループにお

ける不動産取引の際の対応の杜撰さの一端と認められるが、前者については局

会社における事務方の業務遂行上の問題であり、後者についてもあるいは日本

郵政の顧問弁護士の不手際と見る余地が存するので、本報告書においては、そ

の概要についての記述を省略する。) 

 

２ JPEX事案 

本事案は、郵便事業株式会社(以下､｢郵便事業会社｣という)と日本通運株式会社

(以下､｢日通｣という)の共同出資により設立(平成２０年６月２日)された宅配便事業
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会社であるJPエクスプレス株式会社(以下､｢JPEX｣という)に関する事案であるところ、

検証の結果の概要は以下のとおりである。 

① 日本郵政･日通間の基本合意書(平成１９年１０月５日)の関係 

＊ 注目すべき事実等 

・ ゆうパック事業とペリカン便事業との統合(以下､｢本件事業統合｣という)

は公社当時から日通との連携を図るべく両者間で話し合われ、同統合のた

めに共同出資子会社を作る案も出ていたものであるところ、日本郵政(準備

企画会社)の設立後、ゆうパック事業を行っている郵便事業担当の團宏明当

時日本郵政副社長(民営化後は郵便事業会社社長･以下｢團社長｣という)と北

村憲雄当時同取締役(民営化後は郵便事業会社会長･以下｢北村会長｣という)

は日通との連携に慎重であったにもかかわらず、西川社長は、平成１９年

４月以降(同４月以降、西川社長が公社総裁を兼務)、日通との連携問題は

日本郵政で取り扱うことにし、これを日本郵政の専務執行役の一人(三井住

友銀行出身・以下、｢Ａ専務｣という)と経営企画部門企画部次長(三井住友

銀行出身・以下､｢Ｂ次長｣という)らに担当させることとした。 

同時に、西川社長は、一旦は郵便事業会社から宅配便事業を切り分ける

ことの困難性を理由に共同出資子会社ではなく日通からペリカン便事業を

譲り受けて郵便事業会社にいわゆる｢片寄せ｣をすることを日通に申し入れ

るように指示したが、その後、これを日通に断られると、公社当時の共同

出資子会社案に立ち戻っての交渉をＡ専務らに行わせた。 

・ その結果、日通も同案を承知するや、西川社長は同年７月に日通社長と

会談し、その際の合意に基づいて、同年１０月１日の郵政民営化の直後の

同月５日に、日本郵政と日通は、日本郵政ないしは郵便事業会社と日通の

共同出資による会社において本件事業統合を行うこと、当該会社の事業収

支予測を平成２０年３月を目処に作成し、同年４月を目処に同統合につい

ての最終契約(以下､単に｢最終契約｣という)を締結すること、同年１０月を

目処として当該会社(以下､同会社のことをその後の社名に従って｢JPEX｣と

いう)を設立することを内容とする基本合意書(以下､｢基本合意書｣という)

を締結した。 

・ しかして、本件事業統合は、シェアの拡大により郵便事業会社の宅配便

事業の成長を図るものではあったが、当時、ゆうパック事業とペリカン便

事業は共に赤字と見積もられていた(本検証により、日本郵政から提出され

た当時の検討資料等から、同各事業の当時の各赤字見積額は相応に把握さ

れているが、本検証が日本郵政グループのガバナンスに関するものである

ことからすれば、いわば第三者と言える日通の事業に関わる事項であるこ

となどにより、具体的な同各赤字見積額についての記述は省略する)。 

したがって、そのような両事業を統合して黒字化させるのは容易ではな

いことは明らかで、そのこともあって郵便事業会社の北村会長、團社長が

同統合に慎重だったのであり、かつ、上記のとおり平成１９年７月の際に、

西川社長が日通と会談した際に、日通側から、日本郵政側の希望する同統
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合につき改めて確認しているほどであるから、同統合については、その可

否、統合した場合の黒字化の見込の如何、さらには黒字化のための具体的

方策等を十二分に検討することが必要であった。 

ちなみに、当時、先に公社担当者において案出した共同出資子会社案が

存在したが、同案はそれまで事業の収益性などとは縁遠かった公社担当者

によるものであり、西川社長自身が上記のとおり同案の前提であるゆうパ

ック事業の切り出しの困難性を認識していたものであるほか、民営化の趣

旨に照らしても、日本郵政にあってはＡ専務らが自ら上記検討を十二分に

行う必要があったことは明らかである。 

しかるに、日本郵政にあっては、平成１９年４月になっていわば初めて

日通との問題に取り組むことになったＡ専務らにおいて、急遽、外資系証

券会社と相談･打合せを行った程度で、事業統合の可否あるいは黒字化のた

めの具体的な方策についての所要の検討を行わないまま、公社当時の上記

共同出資子会社案を前提として、同年１０月５日に基本合意書 を締結した

ものである。 

このようなことから、JPEXについては、事業統合後の事業収支が全く想

定できず、したがって同収支が存在しないまま、基本合意書が締結される

こととなった。 

・ また、郵便事業会社との関係を見ても、ゆうパック事業は郵政民営化ま

では日本郵政の郵便事業担当に係る事業であり、かつ、同民営化後の郵便

事業会社にとっても同事業(宅配便事業)の行く末は同会社の郵便事業に大

きな影響を及ぼすものであるにもかかわらず、基本合意書の締結に至るま

での間、日通との交渉等は日本郵政のＡ専務らが取り仕切り、郵便事業会

社の北村会長と團社長(同両名とも郵政民営化前の郵便･宅配便事業担当)が

同年１０月５日の基本合意書締結を知らされたのは、その数日前であり、

かつ、その段階でも同合意書の内容自体は教えられなかったものである。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

・ 以上のとおり、本件事業統合については、その成功の困難性が明らかで

あるにもかかわらず、その可否あるいは所要の検討を何ら行わず、したが

って同統合後の事業収支も出されることなく、また、郵便事業会社(民営化

前は公社)の事業に関することであるにもかかわらず、関係各担当者をいわ

ば埒外に置いて持株会社の独断により基本合意書の締結に至ったものであ

り、その内容並びに経緯において、経営判断としての合理性を大きく逸脱

したものであることは明らかである。 

西川社長らが平成１９年４月以降に本件事業統合に向けて急いだのは、

あるいは郵政民営化の成果を早期に示し、その評価を高めたいとの思惑が

あったためではないかとも思われるが、仮にそれが事実として、そのよう

な思惑が、ことを合理化しうるものではないことは勿論である。 

 

② 日本郵政･郵便事業会社･日通間の統合基本合意書(平成２０年４月２５日)の
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関係 

＊ 注目すべき事実等 

・ 平成１９年１０月５日の基本合意書締結後、日本郵政･郵便事業会社と日

通は、平成２０年４月に予定されている本件事業統合についての最終契約

に向けての所要の協議･検討を行うべく、事業統合検討委員会を設け、両者

それぞれが国内証券会社をファイナンシャルアドバイザー(以下､｢ＦＡ｣と

いう)とするなどした上、平成１９年末までに、それぞれの宅配便事業につ

いての年間の貸借対照表及び損益計算書を作成し、同作成に係る財務諸表

を基にして、JPEXにおける事業統合後の１年間の事業収支を算出すること

に取り組んだ。 

しかし、郵便事業会社･日通の両社ともそれまで宅配便事業のみの財務諸

表を作成していなかったことなどから、作業は遅々として進まず、平成２

０年３月末の時点でも、日本郵政･郵便事業会社側算定のJPEXの上記事業収

支と日通側算定のものはともに営業損失が発生する見通しであったが、両

者は約６５億円も相違しており、同年４月にJPEXの同事業収支を正確に予

想するにはほど遠い状態であった。 

・ また、郵便事業会社にあっては、日本郵政の依頼による上記国内証券会

社に飽き足らず、関係コンサルタント会社をＦＡとするなどして関係作業

を進めた結果、同年４月１０日の段階でJPEXの上記営業損失は約１９０億

円となったものの郵便事業会社との連結(以下､｢連結｣は郵便事業会社との

関係をいう)では約３７９億円の営業損失が見込まれるなどしたことから、

北村会長･團社長は、直ちに本件事業統合を行うことは困難との結論に達し、

設立後のJPEXにおいては、当面、事業統合は行わず、郵便事業会社並びに

日通から貨物の集配を委託する程度にとどめ、その後、段階的に業務提携

を拡大して行き、事業統合のメリット実現が見込まれた場合には同統合を

行うとの案をまとめ、同月１０日ころ、西川社長に同案を進言をした。 

しかし、同社長は、ＦＡである国内証券会社から聞いている内容とは違

うとして、同案を拒否し、同４月中に事業統合についての契約を締結し、

同統合をやり切るように決定した。 

・ その結果、日本郵政･郵便事業会社と日通は、JPEXの事業収支が確定して

いない状況下で事業統合についての最終契約を締結することはできないた

め、同契約は同年８月末日とする一方、同４月の２５日には、同年６月１

日に共同出資によりJPEXを設立すること、同年８月末日に最終契約を締結

すること、同年１０月１日にJPEXへのゆうパックとペリカン便の業務委託

を開始し、平成２１年４月１日には両宅配便事業を会社分割によりJPEXに

承継させる(すなわち事業統合を実現させる)ことなどを内容とする日本郵

政･郵便事業会社･日通の３者間の統合基本合意書(以下､｢統合基本合意書｣

という)を締結することとし、現に同４月２５日にそのことが実行された。 

・ なお、同年４月１７日ころ、日本郵政は北村会長らにJPEX単独の事業収

支が開業１年目に２１億円の黒字となるなどとなっている資料を示したが、



 - 22 -

そのような数字は国内証券会社のそれまでまとめていた数字と余りにも相

違した良好なものであったことから、郵便事業会社の担当部長において不

審に思い、その後、同証券会社の担当者に同資料における数字の根拠を確

認したところ、同担当者は、同数字は日本郵政の指示で作った数字であり、

具体的な根拠に基づくものではないなどと説明した。 

しかして、現状、その｢日本郵政｣というのが、具体的にどの人物である

のかが定かではないのであるが、いずれにしろ、西川社長は日本郵政の者

から実現可能な数字として同資料を渡され、これを信じたことにより、北

村会長らの提示した数字を真摯に検討することもなく、その場で上記のと

おりの決定を行ったとも思われる。 

しかし、その一方で、Ｂ次長は、同年４月３日、事業統合検討委員会で、

同年３月末時点で日本郵政･郵便事業会社算定の事業収支が約２９５億円

の営業損失となったことについて、｢ほとんど改善の余地がないと思われ

る｣旨発言し、また、その後、日通に対して、｢JPEXが落ち着くまで相当の

資金手当てをしなければならないので応分の負担を願いたい｣などと発言

していることに照らすと、西川社長が、上記資料の数字を信じて上記のと

おりに決定したというのも不自然であるようにも思われる。 

＊ ガバナンス上の問題点 

以上のとおり、西川社長があくまで事業統合を行うべく決定をするについ

て、上記の国内証券会社に係る資料を信じていたか否かについては、にわか

に断定しがたいものがあるが、仮に信じていたとしても、北村会長らの提示

した数字や案を真摯に検討することもなく一方的に排斥し、上記のとおりに

決定して、結果、法的には郵便事業会社も当事者になることによって基本合

意書よりも法的な意味の重い統合基本合意書の締結に至らしめたのは、経営

判断として所要の検討が不十分であったと言えるし、また、Ｂ次長から西川

社長に対し上記委員会における発言に応じた報告が上がっていなかったとす

れば、当時の日本郵政における事務方の経営陣に対する情報等の伝達にガバ

ナンス上の大きな問題があったと言わざるを得ない。 

 

   ③ 株主間契約(平成２０年８月２８日)の関係 

    ＊ 注目すべき事実等 

・ 平成２０年４月２５日の統合基本合意書締結後は、郵便事業会社に團社

長を本部長とし、執行役員らをメンバーとする宅配便統合推進本部(以下､

｢統合推進本部｣という)が設置され、それまで日通と交渉を行っていた日本

郵政に代わって、郵便事業会社の同統合推進本部が日通と打合せを行うよ

うになり、以後、財務及び法務各デューデリジェンス(以下､｢ＤＤ｣という)

などを実施するとともにJPEXの事業収支を詰めていったが、同年６月２日

には統合基本合意書に基づき郵便事業会社と日通が各３億円を出資して

JPEXが設立された。 

・ しかして、その後もJPEXの事業収支(正確には年間の同収支予測であるが、
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以下においても、単に｢事業収支｣という)については事業統合を是認するに

は未だ大きすぎる赤字額が見込まれていたが、同年８月７日の郵便事業会

社の取締役打合せ(西川社長も社外取締役として出席)で示された事業収支

は、連結では赤字１８５億円であって前月算定(赤字２０２億円)よりも若

干改善されていたが、JPEX単体では赤字１７２億円となっていて前月算定

(赤字５７億円)よりも大幅に赤字が増えていた。 

また、開業５年度の見通しについても、JPEX単体で５年度すべてが赤字

であり、その累計は８０６億円の赤字、連結では９４３億円の赤字という

ものであった。 

西川社長は、これに対して、｢数字が信用できない｣などと言って叱責し、

また、それに平仄を合わせる形で他の一人の社外取締役も｢３年単黒、５年

累損解消が望ましく、その方向が見えるようにしてもらいたい｣などと発言

した。 

これを受けて、郵便事業会社の統合推進本部では事業収支を検討し直し、

同月２２日の取締役会には、開業４年度目にJPEX単体が黒字化するなどの

事業収支を提出した上で、同月２８日の取締役会において、最終契約であ

る株主間契約(以下､｢株主間契約｣という)締結を決議し、同日、日通との間

で同株主間契約を締結した。 

＊ ガバナンス上の問題点 

・ 上記８月７日の取締役打合せで示された事業収支は、現に宅配便事業を

おこなっている郵便事業会社の統合推進本部において相応の期間にわたっ

て検討してきた中で算定されたものであるから、その当時においては最も

信頼するに足る事業収支であったものと言えよう。 

しかるに西川社長らが、上記のとおりの対応を行ったのは、本件事業統

合を至上命題とし、そのための辻褄合わせをしょうとしたのではないかと

すら考えられるのであって、経営判断のあり方としてガバナンス上極めて

問題と思料される。 

・ また、同対応が郵便事業会社をして上記株主間契約の締結に至らしめ、

それによって本件事業統合が確定し、結果、後記のとおりJPEXが平成２２

年７月に合計９８３億円もの累積損失が見込まれる状態で解散するなどの

運びとなっていることを考えると、同対応の意味は重いと言わざるを得な

い。 

 

   ④ 株主間契約(平成２０年８月２８日)以降の関係 

＊ 注目すべき事実等 

・ 株主間契約では、その後、平成２１年４月１日に会社分割による事業統

合を実施することとなっていたが、ゆうパックに係るＩＴシステムの準備

が間に合わないことから、平成２０年１２月下旬ころ、郵便事業会社は、

日通に対し、ゆうパック事業の統合を平成２１年１０月１日に延期して欲

しい旨を申し入れた。 
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それに対し、日通は、同延期を受け入れたが、その一方でペリカン便事

業については株主間契約のとおりに平成２１年４月１日にJPEXに分割承継

されることを主張し、郵便事業会社もこれを了承した。 

・ 他方、郵便事業会社は、平成２０年１２月、総務省にゆうパック事業の

統合方法の変更等を知らせ、平成２１年１月２２日以降、同年２月２０日

までの間に５回にわたりJPEX事業について説明等を行った。 

それに対して、総務省は、郵便事業への収支･業務面への影響が判断でき

ないことなどから、郵便事業会社の平成２１事業年度事業計画については

宅配便を切り離して申請する方がよい旨を申し向けた。 

しかし、郵便事業会社は、同月２７日、JPEXの同年４月１日の第三者割

当増資引受を行うこと、日通の宅配便事業との統合が同年１０月１日完了

予定であることなどを記載した事業計画についての認可申請を行った。 

総務省は、同年３月中旬ころ、それまでの郵便事業会社の説明では問題

が解決していないとして、上記第三者割当増資の引受と統合に向けた準備

活動のみを認可(以下､同認可のことを｢修正認可｣という)した。 

それにより、同年４月１日、日本郵政は３２７億円を、日通は１６７億

円をJPEXに出資した。 

また、日通は、同日、JPEXにペリカン便事業を譲渡し、同日以降、JPEX

は、ペリカン便事業のみを行い、ゆうパック事業は郵便事業会社が行って

いた。 

・ その後、郵便事業会社は、総務省の認可を得るべく、宅配便事業の統合

計画につき見直しを行い、同年７月２９日、平成２１事業年度計画の変更

の認可申請を行ったが、このときのJPEXの事業収支では、平成２１年度に

２８０億円の赤字(ペリカン便事業のみが統合された上半期の赤字が２３０

億円で同年１０月１日にゆうパック事業が統合された以降である下期の赤

字が５０億円)を見込んでいた。 

しかし、上記統合計画の見直しでは、結局、総務省の懸念を払拭できず、

上記認可が得られなかったことから、郵便事業会社は、同年９月１１日、

同年１０月１日の統合を延期する旨を発表した。 

他方、西川社長は、同月２８日、日本郵政社長を退任し、團社長は、同

年１１月２０日、郵便事業会社社長を退任したところ、郵便事業会社は、

同月２６日、JPEX事業を見直す方針を決定し、同年１２月２４日、平成２

２年度中にJPEXの資産等のうち必要なものを郵便事業会社に承継した上で

JPEXを解散するなどとした平成２１事業年度事業計画の変更の申請を行っ

た。 

・ なお、上記のとおりの経緯により、平成２１年１０月１日のゆうパック

事業の統合が延期されたことから、それまでのJPEXの平成２１年度の事業

収支見込額は２８０億円の赤字であったのが、統合見直しによるゆうパッ

ク事業取扱い分の減少すなわちいわゆる片肺飛行状態になったこと等によ

り、同年１２月の同見込額は６０６億円の赤字となった。 
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また、その後、JPEXは平成２２年７月１日に解散予定であるところ、同

年４月から解散前の同年６月までの事業収支は、現時点で３６５億円の赤

字と見込まれている。 

同赤字額は。現時点でJPEXが毎月５０億円ないし６０億円の赤字となっ

ていることを前提として、平成２２年４月以降の毎月の赤字額を７０億円

と見込み、これに残務整理費用として１５５億円を加えた金額である。 

したがって、JPEXの解散時点の累積損失見込額は２０年分の１２億円、

２１年度分の６０６億円、２２年度分の３６５億円を合わせて合計９８３

億円（平成２２年２月時点の見込み額）と見込まれ、現状、そのうち９０

０億円前後は郵便事業会社の負担となることが見込まれる。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

上記のとおり、JPEXについては、ゆうパックの事業統合が、最初にはＩＴ

システムの準備が間に合わないことにより、次いで総務省の認可が得られな

いことにより順次延期され、事業収支の赤字額が増大していったものである

が、その原因は、結局のところ、日本郵政が、既述のとおり、郵便事業会社

の北村会長らの見直し案を退け、いわば無理な事業収支を出させるに等しい

対応を行うなどして、株主間契約を締結させたこと、すなわち西川社長らの

不合理な経営判断にあるように思われる。 

 

   ⑤ 取締役会の関係 

    ＊ 注目すべき事実等 

・ JPEXについては、日本郵政の取締役会の決議事項となったことはなく、

執行側からの報告事項にとどまっている。 

具体的には、平成１９年１０月５日に基本合意書締結について、平成２

０年４月２５日に統合基本合意書について、平成２０年８月２８日に株主

間契約について各報告が行われているのであるが、関係各取締役会の議事

録を見ると、単に｢資料に基づいて報告｣といった記載があるのみであって、

その関係各資料を見ても、各合意書等の内容の概要が記述されているだけ

で、各社外取締役が具体的な問題点等を把握させるような説明等は全く認

められない。 

また、社外取締役の関係発言については取締役会議事録には何の記載も

ない。 

・ しかし、当時の同議事録担当者の関係メモに照らすと、平成２０年８月

２８日の取締役会では、社外取締役から、株主間契約に関する報告に対し、

いわば赤字の事業同士の連合であることについての疑問、将来性に対する

危惧、それへの対応策の必要性等の意見が述べられていることが認められ

る。 

しかるに、同各意見については、取締役会議事録に何らの記載がないの

みならず、その後のJPEX問題に反映された形跡はなく、むしろ、執行側に

無視されているに等しい実情にあったことが認められる。 
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    ＊ ガバナンス上の問題点 

以上については、かんぽの宿等事案で述べたのと同様のガバナンス上の問

題が認められる。 

 

３ クレジット事案 

本事案は、平成１９年４月６日に株式会社ゆうちょ銀行(以下､｢ゆうちょ銀行｣と

いう)の発行するクレジットカード(以下､単に｢カード｣という)の業務委託先(以下､

｢本件業務委託先｣という)の一つとして三井住友カード株式会社(以下､｢三井住友カ

ード｣という)を選定するなどしたことに関する事案であるところ、検証の結果の概

要は以下のとおりである。 

   ① 業務委託先の選定担当者の関係 

    ＊ 注目すべき事実等 

・ 本件業務委託先の選定に関するコンペの実施案については、日本郵政の

経営会議で承認され西川社長により稟議決裁が行われているところ、同案

に係る同選定の担当者５名(以下､本項においては同５名のことを｢本件選定

担当者｣という)の中の高位の者(執行役･ゆうちょ銀行担当)が三井住友カー

ド(三井住友銀行の持株会社である三井住友フィナンシャルグループが６

６％の株式を保有)の出身(同会社の代表取締役副社長等を歴任)であり、そ

のほか同選定担当者の中には三井住友カードの発注先で同カード会社の選

定により利益を得る印刷会社の出身者も含まれていた。 

また、上記コンペにおける委託先候補８社のいわゆるカード業者の中に

三井住友カードが含まれていることは上記実施案において既に示されてい

た。 

なお、本件業務委託先に選定された企業に対して支払われる手数料につ

いては、当時から、相当の額となることが予想され、現に平成２０年度に

三井住友カードに支払われた額は約５０億円であり、かつ長年継続し、当

時としては年々増加することが見込まれていたことから、カード業者にと

って、同選定はまさしくビッグビジネスのチャンスと言えるものであった

と認められる。 

・ 当時の日本郵政にあっては、西川社長を中心とした三井住友銀行出身者

が役員･枢要幹部を占めていたところ、そのことについては、社内において

｢三井住友銀行からの進駐軍であり、いずれ同銀行に帰る者たち｣｢日本郵政

が三井住友銀行で固められた体質｣｢重要事項は三井住友銀行のチーム内で

決められている｣｢日本郵政は西川社長のトップダウン｣といった認識を持た

れていた模様である。 

しかして、上記の三井住友カード出身者は三井住友銀行そのものの出身

ではないわけであるが、同銀行の持株会社である三井住友フィナンシャル

グループは三井住友カードの今でいうところの支配株主であり、また、同

出身者は西川社長において日本郵政に招いた人物であった。 

したがって、同出身者は、当時の日本郵政において周囲から三井住友銀
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行出身者と同様に見られていても不思議ではない立場にあったものと認め

られる。 

・ 当時、上記のとおりに三井住友カードの出身者が本件選定担当者の中に

含まれていることについては、他の委託先候補企業の関係者において、｢三

井住友カードの発注先の印刷会社出身者も同担当者に入っていることもあ

って、それを知った時、三井住友カードが当確と思った｣｢アンフェアだが、

ゆうちょ銀行にそういう色がついていたので、しょうがないと思うしかな

い｣といった認識を有し、また、社内にあっても、｢外部から同委託先とし

て三井住友カードを選定したい意向と思われ、形が悪い｣などと思う者がい

たことが認められる。 

そのほか、三井住友カードが本件業務委託先に選定された段階で言えば、

日本郵政社内において、｢余りにも露骨｣との認識を持った者がいたことが

認められる。 

・ 本件業務委託先の選定に当たり、上記三井住友カード出身者及び上記印

刷会社出身者を入れずに当該選定を行えたか否かについては、当時の各関

係者のヒアリングの結果に照らすと、それは可能であったと認められる。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

以上については、本件業務委託先の選定の結果以前の問題として、日本郵

政において特に留意するべき業務の公正性･公平性を大きく損なうものであり、

また、西川社長及び経営会議構成員において承知の上で承認あるいは決裁を

したことにおいて経営判断としても適正さを欠くものであったことは明らか

である。 

さらに言えば、当時の日本郵政には三井住友銀行出身者以外にも多くの民

間企業出身者が在籍しており、一定の期間が過ぎれば、当該各出身企業に戻

ることが予想される者も少なくない状態にあったものと認められることから

すると、上記の各事実は日本郵政におけるモラルの維持･向上という点でも問

題であり、また、公社出身者との関係で言えば、そのモチベーションの維持･

向上との関連でも遺憾と言わざるを得ない。 

 

   ② 業務委託先の選定の関係 

    ＊ 注目すべき事実等 

・ 上記のとおりの本件選定担当者による選定の経緯を見ると、委託候補先

からの提案書あるいは関係者ヒアリング等により、最終的な評価の対象と

して三井住友カードを含む６社が選定され、各担当者の各採点による評価

が行われているところ、三井住友カード出身者をはじめ５名ともが三井住

友カードに最高点を付けた。 

その結果を踏まえて、業務委託先については、ゆうちょ銀行の発行する

カードの提携ブランドに応じて、ビザとマスターカードの２ブランドにつ

いては三井住友カードを、ジェーシービーブランドについては株式会社ジ

ェーシービーを本件業務委託先の最終的な候補とする旨の稟議が西川社長
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に上げられ、これが決裁されている。 

・ しかして、本件選定担当者のいずれもが三井住友カードに最高点を付け

ていることについては、上記①の実情に照らすと、それ自体には問題がな

いとも言い難いところがないではないが、そのことを措いても、上記稟議

書の添付資料には｢提案書のシミュレーション及びシステムコスト(単価)等

は各社基準がまちまちで完全な比較ができない｣と記されており、本件選定

担当者の採点評価においては、収支シミュレーションやシステムコスト(単

価)の完全な比較が行われていないと認められるのは問題である。 

すなわち、本検証の結果を総合すると、候補先各社の提案書のシステム

コストの基準がまちまちであったのは事実であるものの、日本郵政側から

各候補先に対し、改めて同コスト計算のための統一した基準を示し、同基

準にしたがった同コスト計算や収支シミュレーションの結果を求め、これ

に応じさせることは可能だったにもかかわらず、本件選定担当者において

は、これを求めないまま上記稟議を上げ決裁を得ていることが認められる。 

・ 本件業務委託先の選定において、収支シミュレーションやコストの比較

が重要であることは言うまでもないこと(現に、上記稟議書の添付資料にも、

｢営業戦略｣として｢可能な限りのコストダウンを図り、少しでも利幅を確保

すること｣などと記載されている)であり、また、上記のとおりに統一した

基準によって各候補先についてシステムコスト等の完全な比較を行い、そ

の結果を本件各選定担当者の採点評価に反映させていれば、各採点評価が

変わり、より低コストで委託できる業者が選定されていた可能性もあった

ものと思われる。 

したがって、その意味では、本事案は、本件業務委託先の選定手続にお

ける上記のとおりの対応により、日本郵政に損失を生じさせた可能性のあ

る事案である。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

・ 既述のとおり、郵政民営化の目的の眼目は民間企業におけるような高い

収益性の実現にあったのであるから、上記は業務執行の適正を著しく欠く

ものであったと認められる。 

・ 前記のとおり、本事案においては、コンペの実施案は経営会議にかけら

れた上で西川社長の稟議決裁を得ているのであるが、業務委託先の最終的

な候補の選定に当たっては、経営会議における検討を経ずに西川社長の稟

議決裁で済まされている。 

しかし、事の重要性からすると、業務委託先の最終的な候補の選定の方

がより重いと考えられる。 

また、当時、取締役あるいは執行役として経営会議の構成員であった者

のヒアリングの結果によると、それらの者の多くは本件業務委託先の選定

に当たっての収支シミュレーションやシステムコストの比較の重要性を認

識していることが認められる。 

したがって、もし同委託先の最終的な候補の選定に当たって、その案件
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が経営会議にかけられていれば、上記稟議書添付と同様の会議資料により、

当該選定が完全なコスト比較のないままで行われたことが問題として指摘

され、承認が行われなかった可能性がある。 

しかるに、本件業務委託先の最終的な候補の選定に当たって、これが経

営会議にかけられていないことについては、日本郵政の経営判断の形成手

続が適正に行われたとは言い難いという意味でもガバナンス上の問題があ

ると言えよう。 

 

４ 責任代理店事案 

   本事案は、日本郵政グループの広告代理店の一元化のため平成１９年１２月１７

日に広告責任代理店として株式会社博報堂(以下､｢博報堂｣という)を選定するなどし

たことに関する事案であるところ、検証の結果の概要は以下のとおりである。 

  ⑴ 誕生期代理店･広告責任代理店関係 

   ① 広告代理店一元化の方針の関係 

＊ 注目すべき事実等 

・ 日本郵政グループで採用された広告代理店の一元化とは、同グループ各

社の宣伝広告に関する業務の委託先を基本的に１社の広告代理店とし、同

業務については随意契約により原則として当該代理店に発注すること(以下､

そのことを｢広告代理店の一元化｣という)であり、その場合の委託先の広告

代理店は広告責任代理店あるいは責任代理店と呼ばれていた(以下､統一し

て｢責任代理店｣という)ところ、日本郵政グループにおいて広告代理店の一

元化という方針が決められた経緯が極めて不適切･不透明である。 

・ すなわち、日本郵政においては、準備企画会社当時の平成１９年１月初

めころ、秘書役の一人(三井住友銀行出身・以下､｢Ｃ秘書役｣という)が日本

郵政グループにおける統合的なコミュニケーション戦略を策定･実施するた

めのコミュニケーションプロジェクトチーム(以下､｢CPT｣という)の立ち上

げを提案するとともにその事務局要員の手当て先あるいはコンサルタント

等としていわゆるＰＲ会社である某社（以下、「Ｘ社」という）を起用し、

その後、同月１６日には日本郵政の経営会議(以下､｢経営会議｣とは日本郵

政のそれを言う)において、CPTの設置が決まり、担当役員のＡ専務、Ｃ秘

書役に広報部関係者及びＸ社から派遣されたＤ氏(以下､｢Ｄ氏｣という)ら４

名(Ｄ氏は博報堂出身)、さらにアドバイザーとしてＸ社の当時の監査役(元

博報堂執行役員･平成１９年１１月Ｘ社取締役会長就任･以下､単に｢監査役｣

という)が加わったメンバーによりCPTが発足した。 

その後、同月３１日には上記メンバーに公社各事業部広告宣伝担当者等

を加えた拡大CPTが開催されたところ、同開催に先立って、Ｃ秘書役から

CPTメンバーに対し、西川社長の承諾により郵政民営化前後の４カ月間の宣

伝広告に対応する広告代理店(以下､当時の呼称に従って｢誕生期代理店｣と

いう)とその後の平成２０年１月以降の日本郵政グループの広告代理店の各

一元化を実施する旨の文書がメール送信され、同拡大CPTにおいてもその旨
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の説明が行われて、以後、同各一元化が既定路線となったことは認められ

る。 

・ しかし、上記のメール送信あるいは拡大CPTまでの間、CPTの関係会合に

おいて、誕生期代理店の一元化については、一応の方針が示されているこ

とが同会合の関係資料によって認められるものの、誕生期以降の日本郵政

グループの広告代理店の一元化の実施すなわち責任代理店による一元化に

ついては、現状、関連する会議あるいは検討についての記録や資料などは

一切見当たらない。 

むしろCPTの設置を決めた平成１９年１月１６日の経営会議資料に照らす

と、同会議においては誕生期代理店を含め広告代理店の一元化の方針など

は俎上に上がっていない様子が窺われ、また同月３１日の上記拡大CPTまで

の間のCPT関係会合(同月１９日と２６日に開催)においては、各関係資料に

より、誕生期以降のグループ各社の広告については責任代理店による一元

化とは逆の｢各社代理店制｣の方針が示されていたことが認められる。 

そのほか、上記メールには各一元化は西川社長の承認による旨が示され

ていたものであるが、同承認等の当時の同社長はもとよりＡ専務等の関係

認識あるいは判断などを裏付ける資料もない。 

・ したがって、以上の諸点並びに本検証における関係者ヒアリングの結果

に照らし、誕生期以降の責任代理店による一元化は、１月３１日の上記拡

大CPTまでの数日の間にＣ秘書役が他の一部CPTメンバーと相談して事実上

の決定をし、それをあたかも既定方針でもあるかのように同拡大CPTで周知

したことにより、その後、実際に既定方針となっていったとでも考える以

外にはないのが現状である。 

・ 日本郵政グループにおける広告代理店の一元化のメリットとしてはグル

ープ各社の行うＰＲ活動の整合性と相乗効果の確保､調達の一元化によるコ

ストの削減、同グループにおける人材不足を補う人的体制の確保等が考え

られ、デメリットないしは問題点としてはグループ各社の広告宣伝を一つ

の代理店が引き受けた場合の品質の確保、同各社の自由裁量に対する制約、

他の広告会社との競争を行わせないことによる契約単価の高低の他社比較

の困難性、発注側と代理店間の癒着あるいは甘えが生ずる可能性等が考え

られる。 

・ 日本郵政グループの広告宣伝費と広告代理店の一元化との関係について

は、後記のとおり、日本郵政は同グループの誕生期並びにその後の代理店

の各一元化としていずれも博報堂を責任代理店としたのであるが、その結

果、博報堂には民営化後の平成１９年度の同グループの広告宣伝費約１９

２億円(公社から承継された契約に係る分を含む)のうちの約１５４億円(全

体の約８０％)が、平成２０年度の同約２４７億円のうちの約２２３億円

(同約９０％)が各支払われている。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

・ 日本郵政グループにとって広告代理店の一元化の採否は、同グループ全
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体のその後の広告宣伝のあり方･戦略にかかわる極めて重要な問題である上、

上記のとおり、多額のコストにかかわり、かつメリット･デメリットについ

ても相当に検討を要する事項だったのであるから、事務方で十分な検討を

行うのはもとより、その後、経営会議を経て西川社長の稟議決裁を得てし

かるべきであった。 

しかるに、日本郵政グループの誕生期並びにその後の広告の各一元化、

特に誕生期後の責任代理店による一元化については、上記のとおり、事務

方による検討もなく、また、各一元化とも、西川社長の当時の判断がどう

であったにせよ、経営会議を経ての稟議決裁の手続きが行われていない。 

また、同社長以外の例えばＡ専務等の稟議決裁も行われていない。 

・ したがって、以上については、形式･実質ともに適正な経営判断が行われ

たとは認められず、業務執行としても同様に極めて適正さを欠いており、

民間企業としての高い収益性を図るという民営化の目的にも反するもので

あったと認められる。 

すなわち、日本郵政グループの広告代理店の一元化の方針の決定につい

ては、その業務の透明性の如何もさることながら、そのことを超えた種々

のガバナンス上の問題が存すると言わざるを得ない。 

 

   ② ＰＲ会社選定の関係 

    ＊ 注目すべき事実等 

Ｘ社は、前記のとおり、ＰＲ会社として、CPTの事務局要員を提供し、また、

コンサルタント等として日本郵政グループの広告代理店の一元化、特に誕生

期代理店の過程に関与しているところ、Ｘ社をそのような役割を担うＰＲ会

社として選定したのはＣ秘書役と認められるのであるが、同選定に当たって

は、ＰＲ会社４社(Ｘ社を除いた３社は大手三社とされている)から企画書の

提出を受けた模様ではあるものの、同選定自体については、CPTの設置を決め

た経営会議議事録添付資料中で｢評価を行った結果、Ｘ社が最も優れているも

のと評価された｣旨が述べられているのみであって、プレゼンが実施された記

録や各社についての評価に関する記録などの同選定の経緯を示す資料は残さ

れていない。 

＊ ガバナンス上の問題点 

以上については、業務執行としての適正さ並びに透明性に欠けていること

は明らかである。 

 

③ 誕生期代理店選定の関係 

＊ 注目すべき事実等 

・ 誕生期代理店の選定については、CPTにおいて同選定先の候補として株式

会社電通(以下､｢電通｣という)、博報堂、株式会社アサツー ディ･ケイ(以

下､｢ＡＤＫ｣)の３社を選定してオリエンテーションを行うなどの準備をし

た上、日本郵政の西川社長、Ａ専務、Ｃ秘書役及び広報部長等にＸ社の監
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査役、Ｄ氏を含むCPTメンバーが加わっての上記３社によるプレゼンテーシ

ョン(以下､｢プレゼン｣という)、それを受けてのCPTによる討議を行うなど

し、それによって、同候補をさらに電通と博報堂の２社に絞り、最終的に

は西川社長、Ａ専務、Ｃ秘書役による会議により博報堂が選定されたもの

と認められる。 

しかして、以上の経緯を検証した結果として、博報堂が選定されたこと

自体については、同会社への特段の偏頗･偏向等は認められず、その妥当性

等を疑うに足る事情は認められない。 

ただし、同選定については、上記プレゼンの各出席メンバーによる評価

及びCPTにおける討議についての議事録等の関係資料あるいは記録等が日本

郵政には残されていない(同評価についてはメンバーの一人が個人的に保管

していた｢プレゼン感想シート｣が残っているのみである)ほか、西川社長ら

３名による上記会議の議事録もなく、さらに同選定についての稟議･決裁文

書も存在しない。 

したがって、同選定については、正式な稟議･決裁手続きは行われなかっ

たものと思われる。 

・ また、上記選定の際には日本郵政グループ各事業会社(以下､単に｢各事業

会社｣という)の広告宣伝担当者等の関与が認められなかった一方、本検証

における関係者のヒアリングの結果によると、Ｘ社の監査役、Ｄ氏らの博

報堂出身者が上記プレゼン及びCPTに出席し、意見を述べるなどしているこ

とが認められる。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

・ 以上については、既述のとおりの日本郵政グループにとっての事の重要

性、多額のコストにかかわる問題であることなどに照らすと、業務の透明

性に欠け、さらに稟議･決裁の手続きが行われていないことにおいて業務の

適正さにも欠けていると思料される。 

・ また、博報堂を選定するについて、各事業会社において現に広告宣伝に

関する業務を担当している者の関与が認められず、したがって同選定につ

いて同担当者の意見が考慮されなかったのは経営判断のあり方として問題

であろう。 

・ さらに博報堂を選定するに至る過程で、Ｘ社の複数の博報堂出身者を同

選定に関与させていることは、日本郵政において特に留意するべき業務の

公正性･公平性を損なうものである。 

 

④ 誕生期後の責任代理店選定の関係 

    ＊ 注目すべき事実等 

・ 誕生期後の責任代理店(以下､単に｢責任代理店｣という)による広告代理店

の一元化については、既述のとおり平成１９年１月３１日の拡大CPT当時に

Ｃ秘書役から方針が示されたところ、同方針は民営化後の同年１０月２９

日以降の宣伝会議すなわち日本郵政の経営企画部門コーポレート･コミュニ
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ケーション部(以下､｢ＣＣ部｣という)関係者と各事業会社の広告宣伝担当者

による実務者会議において確認された。 

それに対し、各事業会社の担当者から当該会社としての自由裁量が制約

されることやむしろ広告宣伝費の高止まりなどを危惧する反対意見が出さ

れ、質問も相次ぐなどしたが、日本郵政側は、それら反対意見や同一元化

についての既述のメリット･デメリットを検討することもなく、責任代理店

による一元化は既定方針であるとして､同年１１月８日には責任代理店選定

についての企画募集に関する公告を出した。 

なお、先のＣ秘書役は当時においてはＣＣ部の次長となっていた(ついて

は、以下、同秘書役を｢Ｃ次長｣と言い換える)。 

・ その後、日本郵政にあっては、同公告に応じてきた電通、博報堂、ＡＤ

Ｋの３社を含む１５社に対するオリエンテーションを行った上で、ＣＣ部

において、同３社に１社を加えた４社について、書類審査による第一次選

考を行い、次いで同３社についてプレゼンによる第二次選考を行ったとこ

ろ、同第二次選考において博報堂が総合点１位となり、これを受けてのＡ

専務の稟議決裁によって同年１２月１７日に博報堂が責任代理店に選定さ

れた。 

しかして、この場合も博報堂が責任代理店に選定されたこと自体につい

ては、その妥当性等を疑うに足る事情は認められない。 

ただし、同第二次選考の際のプレゼンについては、事前の段階では拡大

CPTのメンバーである各事業会社の担当者も当事者として参加することが予

定され、実情としても同各担当者から強い参加希望が出されていたのであ

るが、その後同プレゼンが実施された際には、同各担当者は発言権･投票権

のないオブザーバーとしての参加が許されたに過ぎなかったとの事実が認

められる。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

以上のとおり、責任代理店による一元化に対する各事業会社担当者の反対

意見等についての所要の検討が行われず、また、同選定に同担当者の参加が

許されないまま、日本郵政によっていわば事が一方的に進められたかのよう

であるのは、業務の適正さ並びに関係経営判断のあり方として問題であろう。 

 

⑤ 誕生期代理店･責任代理店についての各基本契約書の関係 

＊ 注目すべき事実等 

日本郵政グループと博報堂との間では、個々の広告宣伝についての契約書

が取り交わされているのみで、誕生期代理店･責任代理店に関する基本契約に

ついては契約書(以下､本項ではその種契約書のことを｢基本契約書｣という)が

作成されていない。 

なお、責任代理店については、博報堂を選定して間もなくの時期に日本郵

政内部で基本契約書の案の作成･検討等が行われたが正式な同契約書の作成に

は至らず、その後も時に同契約書の作成が検討されたが、平成２０年１１月
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８日に後記のエルグ問題に係る新聞報道があったことなどにより、その後も

同作成に至らなかった模様である。 

＊ ガバナンス上の問題点 

以上については、日本郵政の会社としての特質等に照らせば、誕生期代理

店･責任代理店の各関係とも事前に基本契約書が作成されてしかるべきであっ

て、その作成が行われなかったのは、業務の適正を欠くものであり、また、

経営陣による監視･監督上も問題であったと思料される。 

 

⑥ 日本郵政の担当者と博報堂との関係 

    ＊ 注目すべき事実等 

本検証において、Ｃ次長と博報堂関係者との間のメールを復元したところ

によると、技術的に復元できた平成２１年１月から同年９月までの間だけで

も同次長は同関係者から相当の回数の飲食等の接待を受けており、Ａ専務に

おいても、時に同次長とともに接待を受けていたものと思われる。 

現状、Ａ専務･Ｃ次長ともに検証チームによるヒアリングに応じず、博報堂

においても、当専門委員会からの関係資料の提出要請を拒んでいることから、

メールの復元ができた平成２１年１月より前の実情は不明であるが、同メー

ルの内容に照らすと、上記の状況は同１月よりも前の時期から始まっている

ことは間違いのないところと思われる。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

以上は、むしろコンプライアンスの問題とも言える訳であるが、後記のと

おりの日本郵政のエルグ問題への対応の遅れという問題と考え合わせると、

上記のようなＣ次長ないしはＡ専務と博報堂関係者との関係が日本郵政の広

告宣伝関係の業務あるいは経営の関係判断の適正さを損なっていた可能性も

あながち否定しえないものと思料される。 

 

  ⑵ エルグ問題の関係 

    ＊ 注目すべき事実等 

・ 日本郵政においては、平成２０年１１月８日の博報堂の１００％子会社

株式会社博報堂エルグ(以下､｢エルグ｣という)による不祥事(以下､｢エルグ

問題｣という)についての報道を受けて、グループ各社の宣伝担当者から博

報堂との取引の扱いについて照会を受け、平成２１年２月には郵便事業会

社から｢博報堂に対して共同不法行為に基づく損害賠償請求を行った｣旨の

報告を受け、さらには同年４月１６日にエルグの執行役員が逮捕されてか

らも、Ａ専務の了承のもとに、日本郵政グループと博報堂との関係に変更

がない旨をグループ各社に伝えるなどし、同グループ各社の博報堂に対す

る随意契約による発注を継続させた。 

・ さらに、日本郵政は、同年５月６日に上記執行役員が起訴され、翌７日

に博報堂から一般競争入札への参加自粛の通知(以下､｢自粛通知｣という)が

届いた段階でも、各事業会社に対して何らの指示･対応を行わず、その後、
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当時の総務大臣が同月１９日の記者会見において日本郵政と博報堂との関

係について疑義を示し、同月２１日には郵便事業会社から｢博報堂は日本郵

政の入札停止条件である『会社に損害を与えた者』に該当するのではない

か｣との意見が出されるなどした後の同月２７日に至って、ようやく同グル

ープと博報堂の新規契約を見合わせる旨を決定したが、博報堂を責任代理

店とすること自体を取りやめることを経営会議で決定したのは、同年６月

３日に総務大臣から博報堂との関係の継続を批判され、かつ、総務省から

報告徴求を受けた翌４日のことである。 

・ ついては､上記自粛通知のあった同年５月７日から博報堂の責任代理店終

了の同年６月４日までの間にも各事業会社と博報堂との間で１３件･契約金

額合計約１２.８億円の随意解約が締結されている。 

また、平成２０年１１月８日のエルグ問題の報道から上記の責任代理店

終了を決定した経営会議までの間に経営会議等で同問題についての検討が

行われた形跡はない。 

    ＊ ガバナンス上の問題点 

以上については、その後の平成２１年６月１０日開催の日本郵政監査委員

会において、２名の委員から、こもごも述べられた｢社会的には、１００％子

会社であれば親会社が何らかの対応を取ることが一般的になってきている｣

｢法律的･形式的な面だけに捕らわれず社会情勢を見ての判断が必要｣｢有事に

おける対応などについての検討･構築が必要｣｢ガバナンスの観点からの検討が

足りない｣といった意見のとおりと思料される。 

なお、当職から見ると、エルグ問題発生後の日本郵政の博報堂への上記の

とおりの対応については、いささか常軌を逸しているとも思える。 しかし

て、その背景としては、Ｃ次長ないしはＡ専務と博報堂との既述のとおりの

関係が疑われないでもないのであるが、当職にあっては、むしろ、博報堂を

誕生期代理店･責任代理店に各選定するに当たっては、既述のとおり西川社長

自らが関与していることから、その後、博報堂についてはいわば西川社長マ

ターとなり、そのことを周囲が過度に慮った結果である可能性も無視しえな

いのではないかと思料する。 

 

(なお、本事案については、責任代理店による一元化に伴う広告宣伝コストの

問題も存するが、以上の諸点に比べると、ガバナンス上の問題はその程度にお

いて比較的軽いとも思われるので、本報告書においては、その概要についての

記述を省略する。) 

 

５ ザ･アール事案 

本事案は、株式会社ザ･アール(以下､｢ザ･アール｣という)代表取締役社長の奥谷禮

子氏(以下､｢奥谷氏｣という)が平成１８年１月２３日設立の日本郵政の社外取締役と

なって以降、平成１９年１０月１日の郵政民営化までに公社とザ･アールとの間で研

修委託等についての契約が締結されていたことに関する事案であるところ、検証の
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結果の概要は以下のとおりである。 

    ＊ 注目すべき事実等 

本検証により、公社当時のザ・アールとの間の各契約の詳細、そのうち民

営化後の日本郵政に承継された契約の特定等を行った結果、奥谷氏の日本郵

政の社外取締役就任後に公社とザ･アールとの契約件数が著しく多くなってい

ることが認められた。 

すなわち、同就任前の平成１７年度が５件(合計４７３５万円)、同１６年

度が８件(合計１億９０８６万円)であるのに対し、同就任後の平成１８年１

月から平成１９年１０月１日の民営化までの１年９か月間の件数は２７件(合

計４億７０５３万円)に上っている。 

また、西川氏が公社総裁となって以降も新たに公社とザ･アールとの間に契

約(３件･合計２２１４万円)が締結されている場合があることも認められる。 

＊ ガバナンス上の問題点 

日本郵政のガバナンスの問題としては、奥谷氏が日本郵政の社外取締役と

なって以降、民営化までの間、日本郵政として公社とザ･アールとの契約につ

いてどのように対応するべきであったかが重要と思料される。 

しかして、公社と準備会社段階の日本郵政とは当然に密接な関係にあり、

間もなく民営化により公社の他との契約関係は日本郵政に承継されることが

確実だったのであるから、西川氏以下の経営陣にあっては、奥谷氏の社外取

締役就任に際して、公社と日本郵政が法人格として別異であるなどという形

式論は措き、利益相反取引の趣旨あるいは客観的な公正性の確保等の観点か

ら、奥谷氏に対し、以後はザ･アールが公社と取引を行うことを控えるように

注意を喚起するなどのことを行うべきであったと思料される。 

しかるに実情は、上記のとおり、西川氏が公社就任後も新たに公社とザ･ア

ールとの間で契約が締結されているのであって、日本郵政の経営自身のガバ

ナンスとして大いに問題と思われる。 

 

 ６ 日本郵便輸送事案 

本事案は、郵政民営化に伴い、郵便事業会社において、公社当時のファミリー企

業であった運送会社１４社を日本郵便輸送株式会社として統合･子会社化するに際し、

一部会社の株式公開買付の買付価格を不当に高額なものとしており、日本郵政グル

ープのガバナンスには適正な関係ＤＤを行っていないなどの相当に深刻な問題があ

るのではないかとして、鹿児島の企業グループ(これまで傘下の運送会社が郵便輸送

を受託)から提起された事案であるところ、本各検証の開始時点では、総務省におい

ても同事案を把握していなかったものである。 

すなわち、本検証チームが上記提起にかかる事実を把握しえたのは本年３月３日

に上記企業グループの関係弁護士から所要の報告書の提出を受けて以降であって、

本年３月末までに所要の検証を終えて結論を得ることは最早困難である。 

したがって、本事案については、同３月末の時点で、本日までの検証の成果を総

務省コンプライアンス室に引き継ぎ、最終的な検討･判断については同コンプライア
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ンス室に委ねるのを相当と思料する。 

 

 ７ 本各事案のガバナンス上の問題点の分類･整理 

   本各事案(公社バルク･日本郵便輸送各事案を除く)のガバナンス上の問題点を分

類･整理すると以下のとおりである。 

  ⑴ 経営判断関連 

   ① 合理性に問題が認められる事案 

    ＊ かんぽの宿等(処分方針､選定担当者) 

    ＊ JPEX(判断内容等) 

    ＊ クレジット(選定担当者) 

    ＊ 責任代理店(問題対応) 

    ＊ ザ･アール(経営陣としての姿勢･資質) 

   ② 判断の形成過程に問題が認められる事案 

    ＊ かんぽの宿(監視･監督等) 

    ＊ 東池袋(検討不十分) 

    ＊ 那覇(情報･説明不足) 

    ＊ 東山(検討不十分) 

    ＊ JPEX(現場軽視) 

    ＊ クレジット(決定手続) 

    ＊ 責任代理店(決定過程･現場軽視) 

   ③ 郵政民営化の目的(収益性)との関係で問題が認められる事案 

    ＊ かんぽの宿等(処分方針､鑑定評価) 

    ＊ 東池袋(鑑定評価) 

    ＊ 那覇(処分方針､鑑定評価) 

    ＊ 東山(処分方針､鑑定評価) 

    ＊ JPEX(収支見込) 

    ＊ クレジット(コスト検討) 

    ＊ 責任代理店(決定過程) 

   ④ 取締役会との関係に問題が認められる事案 

    ＊ かんぽの宿等(取締役意見軽視･報告内容等) 

    ＊ JPEX(取締役意見軽視･報告内容等) 

 

  ⑵ 業務執行の適正関連 

   ① 手続に問題が認められる事案 

    ＊ かんぽの宿等(経営陣への情報伝達) 

    ＊ 東池袋(鑑定評価､認可申請) 

    ＊ 那覇(鑑定評価) 

    ＊ 東山(鑑定評価) 

    ＊ クレジット(コスト比較) 

    ＊ 責任代理店(選定過程､契約書) 
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   ② 問題発生への対応に問題が認められる事案 

    ＊ 責任代理店(対応の遅れ) 

 

  ⑶ 内部統制的観点(日本郵政グループの特性)関連 

   ① 実質的あるいは客観的な公正性・公平性に問題が認められる事案 

    ＊ かんぽの宿等(選定担当者) 

    ＊ クレジット(選定担当者) 

    ＊ 東池袋(選定担当者) 

    ＊ 東山(選定担当者) 

    ＊ 責任代理店(選定担当者､接待) 

   ② 透明性に問題が認められる事案 

    ＊ JPEX(決定過程) 

    ＊ 責任代理店(決定過程) 

 

第４ 日本郵政の委員会設置会社としての実態等 

   本各事案の検証の結果を総合すると、同当時の日本郵政の委員会設置会社として

の実態等は以下のとおりと認められる。 

 １ 日本郵政の委員会設置会社としての実態 

  ⑴ 取締役会について 

   ① 職務･構成 

日本郵政は、平成１８年１月２３日に準備企画会社として設立され、平成１

９年郵政民営化以後、委員会設置会社となったものであるところ、準備企画会

社当時の日本郵政の取締役会の職務は、業務の執行の決定、取締役の職務の執

行の監督等であり、西川社長ら３名の代表取締役、４名程の取締役、５名程の

社外取締役で構成されていた。 

それに対し、民営化以後の取締役会の職務は、経営の基本方針の決定、執行

役等の職務の執行の監督等であり、西川社長ら２名の取締役兼代表執行役、８

名程の社外取締役で構成されていた。 

 

   ② 回数･時間 

日本郵政の取締役会は民営化の前後を通じ原則として毎月１回開催され、委

員会設置会社となって以後で見ると１回当たりの時間は概ね２時間程度、最長

の場合は約３時間に及んでいる。 

 

   ③ 議題及びその選定 

民営化前後を通じて、取締役会の議題は決議事項と報告事項の二つであるが、

民営化以後で見ると、議題の選定すなわちどのような事項を取締役会の議題と

するか、当該議題を決議事項とするか報告事項とするかは、事実上、代表執行

役以下の各執行役(以下､同各執行役を総称して｢執行側｣という)の決定にかかり、

また、同決定についての実務を経営企画部門経営企画部(以下､単に｢企画部｣と
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いう)が担っていたもので、取締役会自体あるいは社外取締役において同選定が

できるようにはなっていなかった。 

しかして、本各事案のうちで取締役会の議題となったことがあるのは、かん

ぽの宿等事案等の一部不動産関係、JPEX事案、ザ･アール事案のみであり、また、

それらのうちかんぽの宿等事案については総務大臣への認可申請との関連など

で決議事項となっているが、その余の事案はいずれも報告事項とされている。 

ついては、当時の社外取締役の一人(以下､この者のことを｢当時の社外取締

役｣という)は、ヒアリングにおいて、｢議題を執行側が一方的に決めるというや

り方は委員会設置会社の大きな盲点であり、日本郵政のガバナンス上の最大の

問題である｣旨指摘している。 

 

   ④ 執行側の説明振り及び関係資料 

民営化以後の取締役会(以下､単に｢取締役会｣とした場合は、民営化以後のそ

れを意味する)においては議題についての説明を当該議題の担当執行役らが行っ

ていたものであるが、当時の社外取締役のヒアリングの結果(以下､同結果を含

めて単に｢ヒアリング｣という)、企画部担当者の取締役会発言メモ(以下､以下

｢発言メモ｣)､本各検証における関係者ヒアリング(以下､上記社外取締役の場合

を含めて｢関係者ヒアリング｣という)を総合すると、同説明は専ら当該議題に係

る事案についての執行側の決定等を是とする理由を述べるに過ぎないものであ

った。 

また、その際の説明資料の内容も上記と同様の趣旨の概要説明にとどまり、

当該事案についての稟議書類の添付もないものであった。 

以上、要するに、上記説明及び資料は、各社外取締役において、それらによ

り当該事案の問題等を把握･認識し得るようなものとはなっていなかったもので

ある。 

 

   ⑤ 各社外取締役の議題についての認識･理解の程度 

取締役会で議題として取り上げられる事案は、本各事案を見ても明らかなと

おり、いずれも相当の期間にわたりかつ種々の経緯を経ているものであるのに

対し、それら議題についての執行側の説明等は上記のとおりである上、既述の

とおり、取締役会は月に１回、概ね２時間程度のものであった。 

したがって、社外取締役としては、当該事案の内容を具体的に把握し、問題

点等を認識･理解することは到底できないのが実情であった。 

そのことは、現に、かんぽの宿等の問題が総務大臣から指摘を受けるなどし

た後の取締役会において、一部社外取締役が、｢個々の案件について詳細を把握

することは困難であり、我々は執行側が問題なくやってくれているものと信頼

して承認してきた｣旨を発言(発言メモ)し、当時の社外取締役において、ヒアリ

ングの際に｢分かりにくい事案について社外取締役に分かれといっても無理だっ

た｣などと述べていることからも明らかである。 
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   ⑥ 取締役会における検討･質疑とそれに対する執行側の対応･姿勢 

取締役会の実情は上記のとおりであったから、各社外取締役の議題について

の認識･理解の程度には自ずから限度があったのは事実として、発言メモ等に照

らすと、各社外取締役による検討･質疑自体は相応に活発なものであり、相応の

意見も出されていたことが認められる。 

しかし、それに対するに執行側の対応･姿勢は、質疑に応じて問題点を明らか

にし、あるいは上記意見を当該事案についてのその後の業務上の決定･遂行に生

かすべく真摯に傾聴するといったものではなく、既存の執行側の決定等の理由･

合理性等を述べるに過ぎないものであった。 

 

   ⑦ 議事録(透明性) 

取締役会の議事録については、かんぽの宿等の問題を総務大臣から指摘を受

けるなどした平成２１年２月２５日の取締役会を境にして、監査委員会委員で

あった社外取締役の意見もあり、以後、決議事項についてのみ多少は質疑内容

の要旨が記載されるようになったが、それまでは決議事項については｢承認可決

した｣、報告事項については｢報告があった｣となっているだけで、社外取締役に

よる質疑あるいは意見等についての記載は一切ない。 

民間企業にあっては、そのような例もないではないのであるが、関係者ヒア

リングによると、各社外取締役において、日本郵政の株主は国、ひいては国民

と言えることや事業の公共性等に照らし、取締役会についても透明性が必要で

あると考え、準備企画会社当時から、議事録関係を所管する企画部担当者に対

し、西川社長の面前を含めて、度々、｢これでは簡単に過ぎて、世の中の目に堪

えられない｣などと注意をしていたが、同担当者は、同注意に明確な応答をせず、

その後も、上記のとおりの記載を継続していたものである。 

ちなみに、西川社長は、後記のとおり、日本郵政社内において極めて強い権

限を有していたものであることに照らすと、企画部の担当者が同社長の意向と

無関係に上記のとおりの記載を継続していたとは考えられず、同記載の継続は

同社長自身の意向の反映であったものと思われる。 

また、このことは、当時の日本郵政にあっては、社外取締役の意見等が西川

社長以下の執行側あるいは事務方までから如何に軽視されていたかを示すもの

と言えよう。 

 

   ⑧ JPEX事案に係る取締役会の実情 

以上との関連で、例えばJPEX事案に係る取締役会の実情について述べると、

同事案については、基本合意書、統合基本合意書並びに株主間契約書の各締結

後にいずれも報告事案として当時の各取締役会の議題となっている。 

しかして、既述のとおり、同各取締役会においては、各社外取締役から、い

わば赤字の事業同士の連合であることについての種々の意見が述べられるなど

しているが、より具体的には、当時の社外取締役のヒアリングによると、｢社外

取締役は皆、黒字化は長い先のことでもあり、その見通しについて『本当か』
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と疑い、その点について種々の疑義を示したが、それに対し、執行側から『経

営会議で皆が必死になって考えた結果である』といった説明が繰り返されたこ

とから、各社外取締役においても最後には疲労の態となり、『じゃあ、まあや

ってくれ』ということになった｣などの状況であったものと認められる。 

また、同社外取締役にあっては、株主間契約について、｢これが決議事項であ

れば、反対するべきだったろうが、経営会議の結果に基づいて最終的な意思決

定としての契約締結が先行してしまっていたので、取締役会もそういうことに

なった｣旨述べているところ、発言メモに照らしても、それが実態であったろう

と思われる。 

ちなみに、JPEXに関する株主間契約書締結の経緯は既述のとおりであって、

｢経営会議で皆が必死に考えた結果｣というのは事実にそぐわない嫌いがあり、

その意味で、取締役会における執行側の上記説明は、いささか欺瞞的であるよ

うに思われる。 

 

   ⑨ 民営化前の取締役会 

民営化前の準備企画会社当時の取締役会議事録に照らすと、当時の取締役会

には本各事案が議題として出されたことはないものと認められる。 

しかして、当時は一方に公社が存在していたとはいえ、例えば、かんぽの宿

等事案やJPEX事案については、西川社長において、既に日本郵政側の者をして

相当の関与をさせ、事実上の方針等を決定するなどしていたのであるから、そ

れら事案については当時の取締役会において報告事案としてでも議題とされて

しかるべきであったと思われる。 

しかし、実際にはそうではなかったことは、当時から既に日本郵政の執行側

にあっては、取締役会を軽視していたことの表れであるように思われる。 

 

   ⑩ 結論 

以上、要するに、本各事案当時の日本郵政にあっては、本来は経営の基本方

針を決定するだけではなく、執行役等の職務の執行の監督等を職務とする取締

役会が、特にその後者の職務との関係で文字通り形骸化しており、当時の社外

取締役をして、現状、｢今回のガバナンスの最大の問題は、委員会設置会社を採

用して、経営を経営会議に委ねたことにある｣などとまで言わせるほどの状況に

あったものと認められる、 

また、当時の社外取締役は、日本郵政について上記のとおりに述べるととも

に、委員会設置会社が良好に運営される条件として、代表執行役の対応の如何

を挙げているのであるが、その意味では、当時、執行側と取締役会との間をつ

なぎ、あるいは執行側に取締役会の重要性を認識させるなどして、取締役会を

相応に機能させ得る者として最適であったのは、取締役兼代表執行役社長とし

て取締役会に出席していた西川社長を措いてはいなかったことは明らかであろ

う。 

しかるに、当時の西川社長の対応は、議事録の記載との関係でも見られると
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おり、上記のとおりの役割を意識していたとは到底思えないものであって、そ

のことからすると、取締役会の形骸化についての同社長の責任は重いと言わざ

るを得ない。 

 

  ⑵ 監査委員会について 

日本郵政の監査委員会は、社外取締役として取締役会の形骸化に危機感を抱い

た委員の努力もあって、執行役等の職務の執行等の監査の実を上げるべく、相応

の活動を行っていたものと思われるが、持株会社としてグループ各事業会社の多

くの事業に関わっていた日本郵政の業務の執行上の問題点を事後監査によって把

握することは難しく、また、執行側の取締役会に対する関係で認められる上記の

とおりの姿勢もあり、監査委員会は、現に本各事案の問題点を把握し、執行側に

所要の対応を行うなどのことはできなかったものと思われる。 

 

  ⑶ 執行側の実情等 

   ① 経営会議の実情 

日本郵政の経営会議は、具体的な個別重要案件の社長による稟議決裁のいわ

ば前提として、同各案件の協議等を行うことを目的に設置されたもので、西川

社長らの代表執行役とその指名に係る執行役によって構成され、原則毎週１回

開催されることとなっており、１回当たりの時間は概ね１時間ほどであったと

認められる。 

しかして、同会議においては、個別重要案件が協議の対象となってはいたが、

関係者のヒアリング並びに関係メモ等に照らすと、同会議は、出席者全員の間

で可否等を忌憚なく協議する場というよりも、代表執行役及び事実上の経営中

枢であったとも認められる経営企画部門のＡ専務などと当該事案の担当執行役

及びその下の事務方との間の説明あるいは質問応答の場であったものと認めら

れる。 

したがって、関係者の一部がヒアリングにおいて、｢経営として経営会議も取

締役会も機能していなかった｣あるいは｢そのような場では、自己に関連する以

外の業務については、問題が浮かばない限り、異議は述べなかった｣などと述べ

ているとおり、経営会議は、その場の出席者全員の協議により個別重要案件の

方向･方針などが現に協議･検討されるというほど議論活発なものではなかった

ように思われる。 

ちなみに、社外取締役が経営会議に出席することはなく、また、監査委員に

ついては、経営会議規則上は、｢経営会議に出席し、意見を述べることができ

る｣とされていたが、実際に監査委員が同会議に出席できるような雰囲気ではな

く、現に出席してはいなかった。 

既述のとおり、当時の社外取締役にして監査委員であった者が、ヒアリング

において、｢日本郵政の経営は経営会議に委ねられていた｣旨を述べているが、

それは、当該社外取締役が監査委員としても経営会議に出席していなかったこ

とから、同会議の上記のとおりの実情を知らず、執行側における同会議の役割
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を過大に受け取ってきたことによるものと思われる。 

 

   ② 執行側の重心の所在 

・ 経営会議の実情は上記のとおりとして、当時の日本郵政の執行側すなわち

経営の重心が同社内のどこに所在したかについては、結論から先に述べると、

その重心は経営会議というよりも、西川社長及びその下の三井住友銀行出身

者、特に先ごろから｢４人組｣と称されているＡ専務(執行役)ら４人の者あた

りにあったことは明らかと思われる。 

そのことは、当職並びに各事案の担当弁護士による各関係者ヒアリングに

おいて、同各関係者の認識あるいは印象として等しく指摘されているところ

であるが、事実としてもそのとおりであったろうことは、本各検証の結果と

して認められるところの本各事案におけるそれらの者が果たした具体的な役

割あるいは対応等からも明らかであろう。 

すなわち、事の是非は別として、一部関係者のヒアリングにおける言葉の

趣旨を借りれば、｢日本郵政の経営については、西川社長以下の三井住友銀行

出身者の独走といった状態にあり、その者らの力が行きわたっていた｣とも言

える状態にあったと思われる。 

・ 付言すると、日本郵政の経営の重心が極端とも思えるほど、三井住友銀行

出身者に傾いた理由としては、西川社長の人事手法にも一つの原因があった

ように思われる。 

具体的には、西川社長と同じく民間(海運会社)の経営者から公社の総裁と

なった生田正治氏(以下､｢生田総裁｣という)の場合は、同総裁に就任した際、

連れて来た従来からの側近を秘書に据えはしたものの、同時にいわゆる公社

プロパーの秘書をも置き、しかも秘書としては同プロパーの方を立てて、む

しろ側近の秘書の方をその下に置く扱いとしていたことが認められる。 

それに対して、西川社長の場合は、日本郵政において三井住友銀行出身者

を重用するのはもとより、民営化前に公社の総裁にも就任した際には、従来

の公社の秘書担当者を全て入れ替えた上、上記４人のうちの一人を秘書役と

し、かつ、同秘書役を通すのでない限り、公社の者も西川社長(総裁)に会え

ないかのような体制をとった模様である。 

そのようなことから、日本郵政においても、公社出身者などは、西川社長

に対し、いわば強権的との印象を持つと同時に、上記４人らの三井住友銀行

出身者の強気あるいは一方的とも言える対応について、それが西川社長の意

向であろうと受け取り、かつ、それによって西川社長のみならずその４人ら

の周囲に対する力がますます強まるといういわば循環状態となっていったの

ではないかと思われる。 

・ また、以上のとおりの実情の中で、西川社長以下には取締役会の意見を真

摯に受け止める姿勢がなく、むしろ軽視していたかのようであることが委員

会設置会社における取締役会を形骸化させたということであろう。 
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  ⑷ 結論 

日本郵政については、国のみが株主であって、上場企業のように株主あるいは

市場に対する説明責任を負っていなかった。 

また、監督官庁として総務省が存在し、重要事項については認可申請による認

可を得ることや同省に対して説明を行う必要があったとはいえ、それらのことは、

特に客観的に明らかな問題でも発生しない限り、日本郵政の日々の経営あるいは

業務遂行についての事前審査あるいは事後監督としては当然のことながら十分に

は機能し得ない性格のものであった。 

その上に、日本郵政は、委員会設置会社であったところ、既述のとおり、取締

役会及び監査委員会の執行側に対する監視･監督の機能はないに等しかったことか

ら、執行側の業務すなわち具体的な事案についての決定・遂行等については、結

局のところ、たとえそれが恣意的に行われた場合にも、そのことを制約する内部

統制上のメカニズムがない状態であり、しかも西川社長の人事手法とも相まって、

三井住友銀行出身者を中心とした執行役らの経営に対する支配力は徒に極大化し

ていたと言っても過言ではなかったものと思われる。 

その意味では、既述のとおり、当時の社外取締役において、日本郵政のガバナ

ンス上の最大の問題は同会社が委員会設置会社であったことにある旨を述べてい

るのも理由のないことではないものと思料される。 

 

 ２ 日本郵政におけるガバナンスの一般的状況等 

  ⑴ 日本郵政の特性に基づく各種社会的要請等との関係 

   ① 公正性･公平性･透明性等との関係 

日本郵政は、国(ひいては国民)が株主であり、同グループの関係各事業も公

共的色彩の強いものであることから、その業務の執行に当たっては、実質･形式

ともに公正性･公平性並びに手続の透明性に留意する必要があったことは既述の

とおりであるが、本各事案を全体としてみると、当時の日本郵政の執行側、特

にそのうちの民間企業出身者において、その点の認識に欠けていたように思わ

れる。 

郵政民営化については、平成１６年９月１０日の閣議決定に係る｢郵政民営化

の基本方針｣の冒頭に｢経営の自由度の拡大｣との項が置かれ、その中で｢最終的

な民営化においては、民間企業として自由な経営を可能にする｣と述べられてい

るところ、その場合の自由度というのは、当時の担当大臣の言辞等に照らすと、

グループ各社の企業としてのあり方あるいは事業形態についてのものであった

と思われる。 

しかし、上記民間企業出身者においては、その意味を履き違え、いわば｢日本

郵政グループは、最早、郵政省や公社のように行政の一部でもなければ公法人

でもないのであり、経営あるいは執行においても、民間企業と同じように自由

に振る舞うことが許された企業グループである｣とでも認識していたかのようで

あり、そのような認識がかんぽの宿等事案等の各不動産関係事案やクレジット

事案、責任代理店事案におけるような実質的あるいは客観的な意味での公正性･
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公平性に欠けた対応をさせ、また、JPEX･責任代理店各事案に見られるような極

めて透明性に欠けた決定手続や業務遂行をさせることになったのではないかと

思われる。 

ちなみに、西川氏は、日本郵政社長を退任した後の新聞紙上のインタビュー

記事(朝日新聞･平成21年(2009年)11月21日)の中で、社長在任当時の経営効率化

との関連で、｢郵政のＯＢが天下りしている関連法人との資本関係や取引関係を

見直すプロジェクトをスタートした。・・・郵政ＯＢ約二千人が再就職してい

る２１９法人を対象に、不透明な取引の洗い出し作業をやってもらっ

た。・・・どうしてもＯＢのいる会社との取引は不透明になりがちだ｣と述べて

おり、そのような視点を持っていた同氏が社長を務めていた日本郵政において

何故にJPEX･責任代理店各事案のように極めて不透明な業務遂行が行われたのか

理解に苦しむところである。 

 

   ② 郵政民営化の目的との関係 

既述のとおり、経営面からみた郵政民営化の目的は、高い収益性と経営の効

率性を実現させることにあったと思料されるところ、本各事案を全体としてみ

ると、｢経営の効率性｣(以下､単に｢効率性｣という)が単なる｢事業遂行の迅速性｣

(以下､単に｢迅速性｣という)に置きかえられている一方で｢高い収益性｣(以下､単

に｢収益性｣という)は置き忘れられているかのように見える。 

すなわち、当職の理解によれば、ある意味で効率性は企業としての主要目標

である収益性の手段のはずであるところ、日本郵政にあっては、その手段が自

己目的化して、速きを以って良しとし、ある意味では収益性を犠牲にしてでも

迅速性を優先したかのような対応、すなわち民営化後の経営の趣旨･目的を没却

するかのような対応が時に行われていたように思われる。 

そのことは、かんぽの宿等事案等の不動産関係事案、JPEX･クレジット各事案

において端的に表れている。 

また、JPEX･責任代理店各事案において、日本郵政にとってはいわば現場とも

言える各事業会社の無視ないしは軽視の決定あるいは業務遂行が行われたのも、

迅速性の自己目的化の結果と思われる。 

 

  ⑵ 日本郵政の内部統制の関係 

日本郵政の内部統制すなわち｢組織の業務の適正を確保するための体制･システ

ム｣が極めて弱体であったことは、各関係者ヒアリングにおいて多くの者が認めて

いるところである。 

しかして、本各検証は既述のとおり内部統制的な観点をも考慮したものではあ

るが、内部統制の如何自体が本各検証の目的ではないことから、日本郵政の内部

統制の具体的な問題点は措くとして、これが弱体であった理由等について述べる

と以下のとおりである。 

   ① 日本郵政の内部統制が弱体であった理由 

本各検証における各関係者ヒアリングを総合すると、本各事案当時の日本郵
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政の内部統制が極めて弱体であった理由は、大別すると 

    ＊ 日本郵政は、発足当時は持株会社として企画のみを行う前提で内部統制を

構築していたところ、実際には自ら各事業会社の事業上の意思決定・遂行に

関与したことから、上記内部統制がそのような実態と符合せず、それによる

管理ができなくなった(すなわち｢内部統制と会社実態とのミスマッチ｣)。 

    ＊ 短期間に民営化と分社化を同時に進めたために、内部管理体制がおいつか

なかった。(すなわち｢民営化等スケジュールとの関係｣) 

    ＊ 委員会設置会社は経営の迅速性･機動性を狙いの一つとした会社形態である

ところ、その前提として、迅速性等に適応できるだけの内部管理体制が必要

であるはずが、そのような管理体制が整備されないまま、迅速性等のみが先

行したこと(すなわち｢内部統制と会社形態とのミスマッチ｣) 

    の三点であったと思料される。 

しかして、当時、日本郵政において、内部統制ないしはガバナンスについて

も側面から相応に力を尽くしたと思料される人物は、ヒアリングにおいて、い

わば結論として、｢日本郵政については、ことを急ぎ過ぎた。民営化と分社化を

段階的に進め、また、内部統制のための体制･システムをもっと作ってからこと

を進めるべきであった｣旨述べているが、当職においても、そのとおりと思料す

る。 

また、既述のとおり、日本郵政においては、事業遂行に当たっての迅速性の

自己目的化という現象が認められるのであるが、以上に照らすと、そもそも民

営化のスケジュール自体において迅速性が自己目的化し、そのことが内部統制

の不備にもつながったのではないかとも思われる。 

 

   ② 執行側の関係認識等 

まず、西川社長の本各事案当時の内部統制についての認識を推測するに、当

時の日本郵政関係者の各ヒアリングによると、同社長は、当初は日本郵政の内

部統制が極めて弱体であることに気付いていなかったように思われる。 

しかし、社長に就任後、間もなく、日本郵政の関係先から１年も前の契約を

前提として支払の請求が来ている案件について未だ契約手続が踏まれていない

ことを知り、｢こんなこともできないのか｣と述べたとのことであり、ついては、

同社長は、そういったことにより、本各事案当時は、日本郵政の内部統制の弱

体をそれなりに認識していたのではないかと思われる。 

しかるに、本各検証の結果から見た限り、西川社長がその点に留意し、内部

統制の強化等に努めた形跡を窺うことはできない。 

また、日本郵政における内部統制は、経営企画部門の所管するところである

ところ、同部門の責任者はＡ専務であった。 

しかして、同部門は、各事業会社の事業を審査･承認する職務を負っており、

また、現に同専務自身が多くの案件に審査･承認の枠を超えていると思われるほ

どに深く関与していることは本各事案の検証の結果により明らかである。 

したがって、同専務の場合は、日本郵政の内部統制の弱体も当然に知りうる
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立場にあったものと認められるが、本各検証に照らすと、同専務がその改善･強

化に努めた形跡は認められないばかりではなく、むしろ、同専務は、そのよう

な状況を利用していたとまでは断じがたいが、同状況の中で敢えて種々の業務

を自ら行っていたのは事実と思われる。 

また、そのような同専務の対応振りは、程度の差はあれ、前記の４人を含む

三井住友銀行出身者、さらには一部民間企業出身者(かんぽの宿等･クレジット

各事案等)に共通しているように思われる。 

敢えて言えば、クレジット事案における業務委託先の選定担当者の場合がそ

の典型であろう。 

 

 ３ 日本郵政の人的構成等が本各事案に及ぼした影響等 

日本郵政グループ、特に日本郵政にあっては、多くの民間企業出身者が在籍し、

かつ、経営の枢要な部署を担当していたのであるが、そのこと自体は、同会社の成

り立ちからすれば、当然と言えるし、それらの者の民間企業出身者としての知識･経

験を生かすという意味で意義のあることと思料される。 

しかし、その一方で、それら民間出身者の出身企業(以下､単に｢出身企業｣という)

との関係が本各事案のガバナンスの問題に影響を及ぼしている場合のあることも否

定し得ないように思われる。 

すなわち、本各事案当時の三井住友銀行出身者を初めとする多くの民間企業出身

者が、現状、その出身企業に復帰していることなどに照らすと、それらの者は、い

わば事実上の出向として日本郵政に入社し、一定の期間が過ぎれば、出身企業に復

帰することが予定されていたものと思われる。 

その場合に考えられるのは、それらの者の多くが、日本郵政に在籍中に相応の成

果を上げ、その上で出身企業に復帰したいという思いを抱くであろうことである。 

ついては、そのこと自体は、是とするべきことであるが、問題は、場合によると、

真に日本郵政のためというよりも、出身企業に復帰した場合の自己に対する評価の

如何などを念頭に置いて、｢成果｣という形を早く得たいと考えること(以下､そのよ

うな考えのことを｢短期的成果への指向｣などという)もありうる点である。 

敢えて指摘すると、特に三井住友銀行出身者の場合のように、同銀行の先の頭取

である西川社長の下にあり、日本郵政における実績が同銀行への復帰後の評価と密

接に関連しても不思議ではない者の場合は、短期的成果への指向の度合いが相当に

強いことが考えられる。 

しかして、短期的成果への指向は、時により、その者の事実上の出向先にとって

の弊害になり得ると言えよう。 

具体的には、その者の予定あるいは予測される出向期間を超えた先においては、

当該出向先にとって、利益になるとは限らず、あるいは損害等が生ずる可能性が存

する案件の場合にも、同出向期間中に｢成果｣という形を得るべく、敢えて、当該案

件の実現を図ることも考えられるということである。 

当職としては、JPEX事案がそのようなケースに当たるのではないかと推測する。 

JPEX事案の経緯は既述のとおりであるが、西川社長のことは措くとして、他の三
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井住友銀行出身者らの同事案への対応振りは、そのようなケースとでも考えなけれ

ば、とても理解できない。 

すなわち、それらの者は、自己の本籍とも言うべき三井住友銀行に在籍していた

当時も類似の事案で同様の対応をしてきた、あるいは将来においてそのような対応

をするのであろうかと考えた時、上記のとおりの理解に至らざるを得ないというの

が率直なところである。 

ちなみに、短期的成果への指向の他の弊害としては、そのことは既述のとおりの

迅速性の自己目的化にもつながりやすいと考えられることである。 

しかして、JPEX以外の本各事案の場合も現にそういうことがいわば拙速な事業遂

行につながっているように思われる。 

 

４ 迅速性の自己目的化の理由･背景等 

   迅速性の自己目的化が、日本郵政における経営から執行に至るまでのガバナンス

あるいは内部統制上の種々の問題の理由･背景となっており、さらには郵政民営化自

体にも同様のことが考えられることは既述のとおりである。 

しかして、JPEX事案等の経緯などに照らすと、西川社長の場合も例外ではないよ

うに思われる。 

ついては、その理由を推測するに、当職にあっては、郵政民営化の推進に当たっ

てきた関係者の｢郵政民営化を後戻りできないようにする｣との意思がその背景にあ

った、あるいは誘因になったのではないかと思料する。 

しかして、郵政民営化を後戻りさせない方法の一つとして有力であるのは、その

是非の如何は措くとして、日本郵政において、後戻りできない形を早期に作り上げ

てしまうというやり方であるのは容易に推測できるところである。 

具体的には、資産を他に譲渡してしまう、あるいは日本郵政グループの各事業会

社の事業を法的に後戻りできない形で他の企業の事業と合体させるというのもその

方法であろう。 

 

第５ 結論 

以上のとおりであるから、本各事案についての検証の結果を全体として総括する

と、あるいは｢郵政民営化を後戻りできないようにする｣との意思が背景あるいは誘

因となってか、郵政民営化及び日本郵政の事業遂行において迅速性が自己目的化し、

民営化の一つの重要な目的である収益性がむしろないがしろにされていたこと、日

本郵政が委員会設置会社であった上に、執行側の対応によって、取締役会の執行に

対する監督等の機能が働かない実情にあったこと、郵政民営化と分社化を急ぎ同時

並行させたために内部統制も極めて弱体であったこと、日本郵政の人的構成の特殊

性などの人の問題などが有機的に絡まりあい、本各事案において見られるような

種々のガバナンス上の問題を生じさせたというのが当職の結論である。 

以 上 
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[経緯概要 ] 
(以下、    部分は郵政民営化関連の経緯である ) 
(以下、本件各事案関連の事実については事案別に {かんぽの宿等 }､ {東池袋 }､
{那覇 }､{東山 }､{JPEX}､{クレジット }､{責任代理店 }､{ザ･アール }と標記する ) 
(以下、事実の主体が日本郵政 (同準備企画会社を含む )である場合は、その

旨の記載を省略し、また、各関係名称等については時に本文中の略語によ

る ) 

 
H15   

4. 1 ： 日本郵政公社発足 (総裁 :生田氏･以下｢公社｣) 

   
H17   

3.31 ： {JPEX}公社･日通間で従来の協力関係の延長としてネットワー

ク共有等の連携につき検討を進める旨の覚書締結  

10.14 ： 郵政民営化法･日本郵政株式会社法各成立  

   
H18   

1.23 ： 日本郵政株式会社 (準備企画会社 )設立  

〃  ： {ザ･アール }奥谷氏の社外取締役就任  

3.14 ： {クレジット }経営会議でゆうちょ銀行本体のクレジットカード

発行を決定  

4.1~ ： {ザ･アール }同年度の公社とザ･アールとの契約件数 24件･合計 4
億 4839万円 (前年度 5件･合計 4735万円、前々年度 8件･合計 1億
9086万円 ) 

   
H19   

1. 4 ： {責任代理店 }C秘書役が担当執行役にCPT案説明  

1.16 ： {責任代理店 }経営会議で CPT設置決定、 PR会社X社を CPTメン

バーの一員  

3.18 ： {責任代理店 }博報堂を誕生期代理店に選定  

4.  1 ： 西川氏公社総裁就任 (生田氏退任 ) 

〃 ~9.30 ： {ザ･アール }同年度の公社とザ･アールとの契約件数 3件･合計 2
214万円  

4.  6 ： {クレジット }業務委託先の最終候補として三井住友カードほか

１社を選定することの稟議決裁  

4.12 ： {JPEX}西川社長が担当者に営業譲渡方式 (日本郵政側の譲受 )
の方針を指示  

6.18 ： {JPEX}日通に共同出資会社設立を提案  

8.20~22 ： {かんぽの宿等 }西川社長及び副社長による一括譲渡の方針の確

認  

参考 
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10. 1 ： 郵政民営化・日本郵政グループ発足 (公社解散 ) 

10. 5 ： {JPEX}日本郵政･日通間で宅配便事業統合､そのための共同出

資会社設立につき基本合意書締結 (同日に経営会議で関係協議 )

10.23 ： {かんぽの宿等 }経営会議で事業体として一括譲渡の方針決定  

11.27 ： {東山 }経営会議で事業方針 (分譲マンション事業 )決定  

12. 4 ： {東池袋 }経営会議で事業実施を決定  

12.17 ： {責任代理店 }博報堂を広告責任代理店とすることの稟議決裁  

   
H20   

2. 1 ： {東山 }三井レジデンシャルを共同事業者に決定  

3.  3 ： {那覇 }経営会議で当該土地の売却等の方針決定  

3.28 ： {東山 }日本郵政･局会社･三井レジデンシャル間で基本協定書締

結  

4.17 ： {東池袋 }住友不動産に優先交渉権付与の稟議決裁  

4.25 ： {JPEX}日本郵政･郵便事業会社･日通間で共同出資会社設立等

につき統合基本合意書締結 (同日に経営会議で関係協議 ) 

4.30 ： {東池袋 }日本郵政･局会社･住友不動産間で基本協定書締結  

6.  2 ： {JPEX}JPEX設立  

7.  1 ： {那覇 }同日の土地利用事業者募集期限までにオリックス･アル

ファのみ応募  

8.28 ： {JPEX}郵便事業会社･日通間で宅配便事業統合につき株主間契

約締結 (同日に経営会議で関係協議 ) 

9.12 ： {那覇 }局会社とオリックス･アルファ間で売買契約等締結  

11. 8 ： {責任代理店 }新聞がエルグ問題を報道  

12. 9 ： {かんぽの宿等 }オリックス不動産に優先交渉権付与の稟議決裁

12.24 ： {かんぽの宿等 }経営会議でオリックス不動産との事業譲渡契約

締結を決定  

12.26 ： {かんぽの宿等 }取締役会でオリックス不動産との事業譲渡契約

締結を承認･契約締結  

   
H21   

3.31 ： {JPEX}総務大臣が JPEXへの出資及び準備活動のみを認可 (ゆ
うパックのペリカン便との統合については認可留保 ) 

4.16 ： {責任代理店 }エルグ役員逮捕  

5.  6 ： {責任代理店 }エルグ役員起訴  

5.27 ： {責任代理店 }博報堂との新規契約見合わせ  

6.  4 ： {責任代理店 }経営会議で博報堂を広告責任代理店とすることを

止めることを決定  

12.24 ： {JPEX}総務大臣に対し、 22.7の JPEX解散等についての認可申

請  

 




